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第1章 評価計画策定調査の概要 
 
1-1. 要請の背景 

ドミニカ共和国は、近年の経済成長の結果一人当たり GNI が 7,370 米ドル（2018 年、世銀）

と中進国に位置づけられているが、首都のサントドミンゴ特別区では人口増加に伴い、廃

棄物の量も 2005 年から 2016 年にかけて 27%増加している。一方で、全国の最終処分場で

は現在でもオープンダンピングが行われており、環境及び健康への影響が指摘されている。

このような状況を踏まえ、JICA は技術協力プロジェクト「全国廃棄物管理制度・能力強化

プロジェクト（2014-2017）によって、全国の廃棄物管理の監督機関である環境天然資源省

（以下、MARENA）の能力強化を実施し、収集運搬、中間処理、リサイクルや環境教育等

を含む統合廃棄物管理を広域管理するための自治体連合形成モデル構築を支援した。また、

アスア県で自治体連合による最終処分場パイロット運営を実施し、その有効性から、同様

の取り組みを他の自治体にも広げるべきであることが確認された。 

同案件終了後の 2017 年 7 月、政府は「清潔なドミニカ（Dominicana Limpia）」計画を発表

し、廃棄物管理に関する啓発と最終処分場のリハビリ、自治体連合による最終処分場建設

などに取り組んでいる。MARENA とドミニカ自治体連盟は同計画の最終処分場に関する実

施責任を負っている一方で、最終処分場のリハビリや新設の適切な事例はごく限られてお

り、廃棄物の発生から最終処分までを適切に管理する体制（統合廃棄物管理）の構築には

至っていない。加えて、現在環境省には最終処分場を設計・建設・運営することを技術的

に支援する十分な能力、経験を有していない。このような状況を踏まえ、最終処分場の計

画、設計から運営、閉鎖に到るまでの一連の能力強化及び統合的廃棄物管理の推進にかか

る支援がドミニカ共和国政府より要請された。 

 
1-2. 調査の目的 

ドミニカ共和国からの要請内容をもとに、同国の最終処分場の設計、建設、運営、リハビ

リ、閉鎖に係る中央政府の能力強化を支援するための協力内容を定めるため、本プロジェ

クトの事前評価に必要な情報を収集・分析し、先方政府関係機関、特にカウンターパート

機関となる MARENA との協議を通じて、本プロジェクトに係る協力計画（案）を策定し、

M/M により署名・確認する。 

 

1-3. 調査団の構成 
調査団のメンバーは以下のとおりである。 

 氏名 分野 所属 

1 近藤 整 総括 JICA地球環境部 環境管理第二課 課長 

2 對馬 圭吾 協力企画 JICA地球環境部 環境管理第二課 

3 望月 昭宏 評価分析 株式会社アイコンズ 
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1-4. 調査日程 
本調査は 2019 年 9 月 15 日（日）から 9 月 27（土）の日程で下記のとおり実施された。 
 

No. Date Content Place 
1 

Septem
ber 

15th Sun Arrive in Santo Domingo (Mr. Tsushima) 
Arrive in Santo Domingo (Mr. Mochizuki) 
Transfer to Hotel 

Santo 
Domingo 

2 16th Mon Meeting with JICA Office 
Meeting with MEPyD 
Meeting with MARENA 
Meeting with BID 

Santo 
Domingo 

3 17th Tue Meeting with Ministery of the Precidency 
Meeting with Dominicana Limpia 
Meeting with LMD 
Meeting with FEDOMU 

Santo 
Domingo 

4 18th Wed Meeting with AIRD 
Meeting with USAID 
PCM seminar with relevant CPs  

Santo 
Domingo 

5 19th Thu Participate to IDB´s Workshop 
Meeting with MARENA 

Santo 
Domingo 

6 20th Fri Site visit to Azua Municipality, field visit to MANCOM 
dumping site, meeting with MANCOM municipalities, etc. 

Santo 
Domingo 

7 21st Sat Field survey to Puerto Plata (observe sargazo) Puerto Plata 
8 22nd Sun Arrive in Santiago (Mr. Kondo) 

Transfer to Dajabon (all) 
Dajabon 

9 23rd Mon Meeting with municipal authorities of Dajabon and surrounding 
municipalities at new regional dumping site in Dajabon 
Transfer to Santiago Province 
Field visit to Rafey Dumping site 

Santo 
Domingo 

10 24th Tue M/M documentation and internal meeting Santo 
Domingo 

11 25th Wed Meeting with FEDOM 
MM Discussion with MARENA and MEPyD 

Santo 
Domingo 

12 26th Thu Meeting with MARENA MEPyD 
MM Discussion with MARENA 

Santo 
Domingo 

13 27th Fri Seminar on SWM JICA's projects, MM Signing 
SOSTINIBLE 3R (Local NGO) 
Reporting to EOJ 
Meeting with JICA Office 
Meeting with Minister of MEPyD 

Santo 
Domingo 

14 28th Sat Leave Santo Domingo (CM267)   
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1-5. 調査結果概要 
• 本プロジェクトの概要を説明し、プロジェクト・デザイン・マトリックスの内容も含

めてドミニカ共和国側の合意を得た。 
• プロジェクトの実施体制、カウンターパート等の配置について合意を得た。実施機関

は MARENA とし、協力機関は経済企画省、保健省、教育省、ドミニカ地方自治体連盟

(LMD)、ドミニカ地方自治体連合(FEDOMU)とする。 
• 本プロジェクト実施期間中にニカラグアをはじめとした同様の課題を抱える周辺国と

の情報交換を実施することについては、環境天然資源省大臣や経済企画開発省などい

ずれの協議先機関においても非常に前向きな形で受け止められている。プロジェクト

では、ドミニカ共和国および周辺国において意見交換を行うワークショップを行うこ

とで合意。 
 
 

第 2 章 ドミニカ共和国における環境社会配慮制度 
 
2-1. 廃棄物事業実施体制 

（1）中小自治体における廃棄物処理の現状 

ドミニカ共和国では経済成長に伴う排出廃棄物の急激な増加、農村から都市への急激な人

口流入に伴う、都市部における衛生環境の悪化（水質汚染、廃棄物処理など）が深刻化し

ており、各自治体では環境改善対策の実施が重要課題となっている。しかしながら、中小

規模の地方都市では財源に窮しており、主要都市のようには廃棄物管理行政に財政投入が

なされず、適切に管理された処分場の整備が困難な状況にある。ドミニカ共和国の首都サ

ントドミンゴでは、ごみの回収に 4 ドル/トンを市民から徴収しているが、地方都市では 1

ドル/トン程度 1となっており、かつ徴収率が大きく下回る地区もある。環境教育などを通じ、

ごみ回収には対価を支払うべきという市民の意識改革を促すための自治体側のさらなる努

力が求められる。他方、このような現状のもと、多くの中小規模の地方自治体では、町外

れの荒廃地などにオープンダンピングによる不適切な最終処分が頻発し、公衆衛生上の問

題を引き起こしている。これにより、近隣住民の健康・環境両面へ悪影響を与えている。 

 

（2）組織体制 

ドミニカ共和国において廃棄物事業に関連する政策・方針の策定は MARENA が管轄し、

他方、現場における廃棄物の回収、処分は地方自治体が担当している。 

MARENA は 31 の県に県支所を配置し、地方自治体に対し廃棄物事業に係る相談、指導

を行っている。なお、地方自治体とは地方自治法第 176-07 号で定義された市、Distrito 

Municipio（区）およびサントドミンゴ特別区を指す。区は市の行政区域の中に存在する最

小の行政区で、市から独立した権限・機能を有する。主たる廃棄物行政の担い手は MARENA

と地方自治体であるが、技術面、管理面、広報面において地方自治体への側面支援を行う

組織として LMD、FEDOMU、FEDODIM が存在する。 

                                            
1 大統領府での聞取りによる。 
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地方自治体に対する技術的アドバイスを行う LMD に加え、市、区の首長組合的な位置づ

けの FEDOMU、FEDODIM がそれぞれ存在し、廃棄物関連事業、住民への環境教育など自

治体が実施する活動を支援している。廃棄物事業関連機関の活動内容は以下のとおり。 

 
関連機関 活動内容 

MARENA（本省・県支所） ・ 廃棄物管理事業に係る政策立案、他機関との調整、研修

の実施（本省） 
・ 自治体の廃棄物管理に係る指導、相談への対応（県支所） 

市役所 ・ 市内の廃棄物を回収から埋立てまで一貫して実施する

実働機関であり責任機関である。 
DM（区） ・ 区は市から独立した権限、機能を有しており、ごみ収集

をはじめとする廃棄物管理も実施している。ただし、区

によっては市がごみ収集を実施しているなど、権限と実

態の不一致も確認される。 
サントドミンゴ特別区 ・ サントドミンゴ特別区清掃局の財源は廃棄物回収代金

及び一般財源となっている。大型投資は国からの借入れ

となっている。 
・ JICA の支援を通じて能力強化が実現しており、他の自

治体に対して廃棄物管理のワークショップを実施した。

自治体から要請があれば対応する意向を有している。 
LMD ・ 廃棄物管理における自治体の能力強化支援のための技

術指導・支援を行う。 
・ ドミニカリンピア・プログラムの実施に関与しているた

め、最終処分場に介入可能な人材の能力向上、市民教育

に対する実績も確実に蓄積しつつある。特にドミニカリ

ンピア・プログラム関連予算のうち約 80%が最終処分場

整備関連に投入されており、Santiago、Velon、Tamboli、
Villa Tarazo、Moca の最終処分場運営に関与した経験を

有している。 
FEDOMU / FEDODIM ・ 予算執行報告書作成などの技術指導や法律相談、市民教

育分野において自治体支援を実施している。 
 
（3）財政制度 

地方自治体の財源には、中央政府からの交付金と自主財源がある。法律 176-06 号第 296 条

により、市役所への交付金はドミニカ地方自治体連盟（Liga Municipal Dominicana：LMD）

を介さず政府の財務局から直接配賦されることになった。また、法律 166-03 号（Propuesto de 

Ingresos Gastos Publico de la Nacion）により、2005 年から国税収入のうち地方交付金に充て

られる割合が 10％に改定された。他方、2019 年 9 月時点では、地方自治体に配布される金

額は 10%には遠く及ばず、約 2.8%程度に留まっている。現状で自治体全体に配賦される 2.8%

のうち、5%が LMD に配賦され、LMD への配賦額の 1%が FEDOMU に配賦されることにな

っている。FEDOMU からの聞き取りによれば、15 年前の配賦額の変化がないという。 

現在、国会で審議中である廃棄物に関する一般法案では、企業の売上規模に応じた金額を

徴収したり、電気料金にごみ料金を上乗せしたりすることで廃棄物関連事業基金を形成する予

定となっている。したがって同案が成立すれば、各自治体は当該基金へアクセスすること
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が可能になり、年間で 8~10 件の新規最終処分建設費用、既存処理場閉鎖にも年間 8~10 件程

度に対応可能な規模の資金が確保可能となることが想定されている。 

 

2-2. 環境社会配慮関連法規 

国家開発戦略 2030 では、廃棄物収集の改善と最終処分場の持続性確保を廃棄物管理の基本

方針としている。加えて、環境関連法規として重要な位置付けにあるのが 2000 年に制定さ

れた法律 64-00「環境と天然資源に係る一般法（General Law on Environment and Natural 

Resources 64-00)」である。法律 64-00 にはそれ以前に制定された関連法規として、憲法、刑

法、民法の該当条文および各種法律、細則、自治体条例が列記されている。また、法律 64-00

制定後、以下の政令が制定されている。さらに以下の政令以外にも多くの細則が制定され

ている。 

表 1：ドミニカ共和国における環境社会関連法規 
分類 公布年 名称 

法律 2000 年 英語訳：General Law on Environment and Natural Resources (64-00) 
原語表記 ：Ley General Sobre Medio Ambiente Y Recursos Natirales (64-00)) 

政令 2003 年 英語訳：Standard for Environmental Management of non-hazardous Solid Waste 
原語表記：Norma para la Gestión Ambiental de residuos sólidos no peligrosos), 
NA-RS-001-03 (Replaces E-DM-01) 

政令 2006 年 英語訳：Regulation for the management of dangerous chemical substances and 
wastes in the Dominican Republic  
原語表記：Reglamento para la gestion de sustancias y desechos quimicos 
peligrosos en la republica dominicana 

政令 2009 年 英語訳：Regulation on the Rights and Residues Generated by the Health and 
Related Centers  
原語表記：Reglamento sobre los Derechos y Residuos Generados por los Centro 
de Salud y Afines, Dec No. 126-09 

 
2-3. 環境評価に関する行政組織 

環境影響評価（EIA）を所管する行政機関は MARENA である。環境担当副大臣の下、環境

影響評価局（Dirección de Evaluación de Impacto Ambiental）が EIA 審査と許認可発行を担当

している。なお、EIA の実施状況を整理した統計の公表は行われていない。 

 
（出典：MARENA 組織図より抜粋） 
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2-4. EIA の手続き 

ドミニカ共和国における EIA の実施は法律 64-00 で義務付けられている。EIA 手続きは

MARENA に認可された登録されたコンサルタント（個人もしくは法人）と提携して実施す

ることが規定されている。EIA に関する規定には、環境影響調査は事業の規模と特性による

簡易 EIA 調査（IEE レベル 2）と詳細 EIA（EIA レベル 3）調査に分類されるとあり、同法

令の付表に各調査の対象となる事業の種類と規模のリストが記載されている。 

なお、環境に与えうる影響の大きさによって事業は 4 つのカテゴリーに分類され、カテゴ

リーA とカテゴリーB に分類された事業は EIA の実施が必要となる。EIA にかかる手続きは

下記表 2 のとおりである。調査結果に基づき MARENA が環境許認可発行の決定を行う。な

お、手続きの詳細に関して、「表１：ドミニカ共和国における環境社会関連法規」のいずれ

にも記されていない。手続きのフローに関して 2014 年に発行された、「環境認可に関する

規則及び手順概要（Compendio de Reglamentos y Procedimientos Para Autorizaciones Ambientale 

De La República Dominicana）」に若干の記載があるが、詳細な説明はなされていない。その

ため申請者は MARENA に確認するべきである。 

 
表 2：EIA にかかる手続き 

順番 申請から承認までのプロセス 
01 MARENA へプロジェクトの許可・登録に係る申請書を提出する。   
02 MARENA により予備評価が行われる。 
03 予備評価承認後、調査範囲に関して TOR（特記事項、業務指示）が MARENA

より指示される。申請者は 15 日以内に MARENA に対して回答する義務を有す

る。なお、この TOR はカテゴリーA および B に該当する案件が対象となる。 
04 認定評価者による環境調査の実施（プロジェクトの情報、普及、ステイクホル

ダー分析等）が行われる。 
05 認定評価者が MARENA に環境調査結果を提出する 
06 MARENA による環境調査結果の確認 
07 確認技術報告書の発行 
08 プロジェクトの承認 
09 環境許可証の発行（承認された場合） 

 
申請プロジェクトは想定されうる環境負荷の大きさにより、必要となる許可証の種類が

異なる。また、表３．のとおり環境社会配慮カテゴリーは許可証の種類に対応している。 
 
 

                                            
2 IEEレベル：「Initial Environmental Examination(IEE)レベル」とは、既存データなど比較的容易に入手可

能な情報、必要に応じた簡易な現地調査に基づき、代替案、環境影響の予測・評価、緩和策、モニタリ

ング計画の検討等を実施するレベルをいう。 
3 EIA レベル：「Environmental Impact Assessment(EIA)レベル」とは、詳細な現地調査に基づき、代替案、

環境影響の詳細な予測・評価、緩和策、モニタリング計画の検討等を実施するレベルをいう。 
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表 3：許可証の分類カテゴリー対応 

No. 許可証の種類 カテゴリー 環境に与えうる影響度合い 
01 環境ライセンス カテゴリーA 環境な重大な影響を与える可能性

があり、EIA の実施義務がある。 
02 環境パーミット カテゴリーB 環境な中程度の影響を与える可能

性があり、IEE の実施義務がある。 
03 環境コンスタンシア カテゴリーC 環境に影響を与える可能性は軽微

であり、現行の環境規則の順守義

務がある。 
04 最小インパクト認定登録証 カテゴリーD 環境に影響は与える可能性は最小

限であり、適用可能な環境規則の

順守が求められる。 
 
なお、廃棄物処分場に関する定義では人口当量 410 万人未満を対象にした処分場はカテゴ

リーB「環境パーミット」に区分され、IEE レベルでの調査実施が求められる。人口当量 10

万人以上に該当する場合はカテゴリーA に該当し、EIA レベルの調査の実施が求められる。 
 

表 4：廃棄物に係る事業内容別カテゴリー分類 

事業内容（活動、プロジェクト） カテゴリー 
 A B C D 

収集、処理、廃棄物処理、材料回収  

都市非危険廃棄物収集   ✔  

非危険固形廃棄物処分場（人口当量 10 万人未満）  ✔   

非危険固形廃棄物処分場（人口当量 10 万人以上） ✔    

非危険物固形廃棄物施設の設置   ✔  

危険物処分及ぶ運搬 ✔    

油系廃棄物  ✔   

海岸地帯における油系廃棄物管理 ✔    

危険物管理 ✔    

金属の回収、運搬、貯蔵、輸出  ✔   

非危険廃棄物の再利用とリサイクル  ✔   

電池のリサイクル  ✔   

非危険資源廃棄物（ダンボール、缶、金属、中古タイヤ）の回収、分別   ✔  

廃棄物回収場 ✔    
出典：「環境認可に関する規則及び手順概要（Compendium of regulations and procedures for 
environmental authorizations of the Dominican Republic）」 

 
2-5. ステイクホルダーの参画 

                                            
4 人口当量：汚濁負荷量(=水質（汚濁濃度）×水量（排出流量）)を汚濁原単位で除した算出する。 
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ドミニカ共和国では、法律 64-00 第 43 条にて、EIA の実施に際して関連自治体および住民

に対する説明を義務付けている。なお、ステイクホルダーの参画が義務付けられているの

はカテゴリーA およびカテゴリーB に該当する事業である。ステイクホルダーの参加を通じ

て収集・フィードバックされた情報は文書、写真、動画、参加者（身分証明書番号及び署

名）情報と合わせて環境評価報告書の資料として利用される。 

事業申請者は MARENA に対して報告義務を有する。なお、MARENA と事前に合意してい

た提出期限、公聴会において収集した情報が未承認とされた場合など、MARENA が事業申

請者に対して義務付けた TOR（特記事項、業務指示）が満たされない場合、MARENA 監督

のもと、自治体および住民に対する公聴会を再度実施しなければならない。MARENA が必

要と判断した場合、MARENA による公聴会が招集される。 

なお、事業申請者は MARENA に公聴会の実施を申請してから 15 日以内に公聴会開催の案

内を記した掲示板を 1 か所もしくは複数個所に設置しなければならない。掲示内容は開催

場所、事業実施者の電話番号、プロジェクト概要、プロジェクトコード、MARENA の電話

番号である。また、環境評価報告は MARENA 社会参加局において公開されるとともに、全

国紙で 15 日間公開される。 
 
2-6. モニタリング 

最終処分場のモニタリングに関し、表 1 に記述した政令「非危険固形廃棄物の環境管理基

準（Standard for Environmental Management of non-hazardous solid waste）」で、浸出液と排出

メタンガスのモニタリングの必要性が言及されている。なお、浸出液に関しては、モニタ

リング頻度、基準値等の具体的な条件は規定されていない。また、排出メタンガスは回収

して発電エネルギーへ転換することが推奨されているが、エネルギーに変換ができない場

合は燃やすべき、と規定されているのみである。 

 
2-7. ドミニカ共和国国内関連法と JICA 環境社会配慮ガイドラインとの比較 

表 5 に示すとおり、JICA 環境影響評価ガイドライン（2010）およびドミニカ共和国の環境

関連文書には大きな乖離はない。ただし、環境チェックリスト、モニタリングなどの項目

において JICAガイドラインと比較して不足、あるいは補足すべき項目が確認される。乖離、

不足がある項目で本プロジェクトを通じた支援がなされる場合は、JICA ガイドラインの適

用が求められる。 

 
表 5：JICA ガイドラインとドミニカ共和国の環境文書の乖離分析結果 

項目 乖離部分の概要 対応 

基本的事項 重要な乖離事項はない。 なし 
情報公開 重要な乖離事項はない。 なし 
社会的合意 重要な乖離事項はない。 なし 
環境チェックリスト ドミニカ共和国では具体的な

項目が明記された環境チェッ

クリストが存在しない。 

プロジェクトは JICA ガイドライ

ンに基づき環境チェックリスト

の確認が求められる。 
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モニタリング 重要な乖離事項はない。 ドミニカ共和国のモニタリング

は廃棄物、水質に対する技術的な

観点に対してより具体的となっ

ている。他方、JICA ガイドライン

は関係者に対する情報公開プロ

セスに重要性が置かれている。そ

のため、プロジェクトではモニタ

リングプロセスに係る部分につ

いて JICA ガイドラインに準拠し

た対応が求められる。 
生態系と生物相 重要な乖離事項はない。 なし 
先住民 先住民に係る記述が存在しな

い。 
ドミニカ共和国には先住民は存

在しないとされている。他方、最

終処分場に直接関連する社会的

弱者として、廃棄物処理場から資

源ごみを回収することを生計と

するウェイストピッカーが多く

存在する。最終処分場のリハビ

リ、閉鎖等により外部環境の変化

が起きえる場合には、十分な配慮

が必要である。 
出所：各種資料を基に調査団作成。 
 
2-8. 用地取得 

ドミニカ共和国では法律 64-00 第 36 条にて、私有地であっても公共の利益を優先させるた

め政府が用地取得することが可能であると定められている。その場合、金額、諸条件など

について両者合意のもと当該地の購入もしくは代替地の提供を行う。ただし、補償の具体

的な手続きは明確に規定されていない。 
 
2-9. 予備的スコーピング 

本プロジェクトではパイロットエリアにおける最終処分場の計画や管理に必要な調整・指

導・支援の実践が想定されている（PDM の成果 6）。そのため、詳細計画策定調査において

想定される事業内容をもとに、（i）計画策定時、（ii）建設・工事時、（iii）運用時の 3 つの

時期について予備的スコーピングを行った。 

 
1）想定されるプロジェクト（事業内容） 
本プロジェクトの実施に際して想定される活動は以下のとおりである。 

 最終処分場の建設、リハビリ、閉鎖に伴い必要な設計および設備・施設（インフラ）

の建設、工事の実施。 
 具体的なインフラ整備の内容に関しては、最終処分場の設計の策定を開始した後に確

認する必要がある。現時点での暫定的なインフラ整備は、（i）掘削、（ii）処分場への

接続道路、（iii）処分場運営に必要となる塀、分別所、事務所等が想定される。 
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以上、本プロジェクト内で実施が想定されうる最終処分場の建設、リハビリ、閉鎖に基づ

き、（iii）計画策定時、（iii）建設（工事）時、（iii）運用時に想定される環境への影響を評

価し、予備的スコーピングを行った。以下に記す予備的スコーピングは、事業内容には合

致しているが、対象地区が未決定の状況で実施した。従い、対象地区が具体化した段階で

再度スコーピングを行う必要がある。 

なお、計画策定段階では、具体的な環境社会への影響が生じることは想定されない。従っ

て、環境への実質的な影響はないため、事業による環境への負荷を軽減するための「計画

策定時に配慮すべき留意点」を主に記した。 
 
 

表 6 開発計画策定時と事業実施時の予備的スコーピング結果 

分
類 番号 評価項目 

影 響 評 価（結果） 
計画策定時：配慮事項 
建設・供用時：評価理由 計画 

策定時 
建設・ 
工事時 

供用・ 
運用時 

社
会
環
境
評
価
項
目

 

1 非自発的住
民移転 D C 

（D） 
C 

（D） 

最終処分場建設では、用地取得が想定される
が、住民移転を伴うものは想定されていない。
プロジェクト開始後、建設予定地の選定段階
で、スコーピング（影響評価）を再度実施する
必要がある。 

2 
雇用や生計
手段等の地
域経済 

D C C 
(B+) 

計画時：地域経済に影響を与えない。 
建設時：地域雇用が増大する可能性がある。 
供用時：最終処分場の稼働に伴い雇用が生じ、
地域経済に裨益する可能性がある。 

3 
土地利用や
地域資源利
用 

D C C 

土地利用の変更がなされる。牧草地、耕作地が
廃棄物処分場用地へ転換される可能性がある。
用途転換によって経済価値が高まるとは想定
されない。 

4 

社会関係資
本や地域の
意思決定機
関等の社会
組織 

D C C 

計画時：住民・自治体の了承が必要な場合、関
係者委員会を設置し、合意形成が必要とな
る。 

建設時：工事進捗状況等の情報開示を行うこと
が望まれる。 

供用時：周辺住民、自治体との協力関係構築が
望まれる。 

5 

既存の社会
インフラや
社会サービ
ス 

D C B+ 

計画時：影響を受けない。 
供用時：廃棄物処理サービスの向上が見込ま
れ、公共サービスの改善に正の効果が期待さ
れる。 

6 先住民族・少
数民族 N/A N/A N/A ドミニカ共和国には、先住民や少数民族の居住

区は存在しない。 

7 
被害と便便
益の不公平
な分配 

D C C 

計画時：用地取得が必要な場合、スコーピング
（影響評価）を再度実施する必要がある。 

供用時：プロジェクト効果のモニタリングを行
い、被害が偏在しないような仕組みを、継続
的に強化するよう留意する。 

8 文化遺産 D C C 
計画時：プロジェクト対象地に文化遺産がある
場合には、インフラ整備は当該遺産を避けて
計画する。 

9 地域内の利
害対立 D C C 事業に伴う影響は想定が困難であるが、対象地

区選定時に、雇用機会の提供や創出の有無に関
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分
類 番号 評価項目 

影 響 評 価（結果） 
計画策定時：配慮事項 
建設・供用時：評価理由 計画 

策定時 
建設・ 
工事時 

供用・ 
運用時 

してスコーピング（影響評価）を再度実施する
必要がある。 

10 
水利用、水へ
の権利・共通
の権利 

N/A N/A N/A 本プロジェクトでは該当しない。 

11 公衆衛生 D D B- 

計画時：供用時に問題が発生しないよう、構造
や規模を適切に設計する必要がある。建設計
画策定時に、スコーピングを再度実施する必
要がある。 

供用時：最終処分場施設は適切な管理を行わな
いと、異臭の発生、害虫（ハエ、カ）、また
感染症の発生源となる細菌の大量発生の可
能性がある。 

12 HIV/AIDS 等
の感染症 D C B- 

建設時：工事関係労働者の間で、HIV などの感
染症が発生する可能性は極めて低い。 

供用時：HIV 感染症などの影響は想定し難い。
他方、医療廃棄物等が不適切な管理下で投棄
された場合や廃棄物の処理が不適切である
場合には、不衛生な環境下で感染症等の病原
菌が培養される可能性がある。 

自
然

環
境
評
価
項
目

 

13 地質、地理的
特徴 D B- C 建設時：埋立用穴や道路を作るための掘削や、

土取りによる地形の改変が想定される。 

14 地下水 D D B- 

地下水の利用は想定されていない。 
供用時：浸出水による地下水汚染の可能性はあ
るが、詳細計画策定時点では不明である。既
存地下水資源への影響を回避するための適
切な遮水工や浸出水処理設備等が検討され
る必要がある  

15 土壌浸食 D C 
(B-) C 建設時：工事に伴う土壌侵食の可能性がある。 

供用時：詳細計画策定時点では不明である。 

16 水文学的状
況 N/A N/A N/A 本プロジェクトでは該当しない。 

17 
沿岸（マング
ローブ、さん
ご礁、干潟） 

N/A N/A N/A 

法律 64-00 第 107 条により水源、水域などへ
の処分場建設は禁じられている。そのためプロ
ジェクト対象地に、沿岸部は含まれないため、
影響は想定されない。 

18 動植物、生態
系  D B- B- 

（A-） 

計画時：プロジェクト対象地に野生動物の生
息、絶滅危惧種、希少植物が確認される場合、
最終処分場設計時に影響調査、緩和策検討な
ど、特別な配慮が必要である。 

供用時：施設の設置場所によっては、生態系（特
に野生動物）への重大な影響が生じる可能性
がある。 

19 気象学 D C C 供用時：局所的な気象への影響は不明である。 

20 景観 D C C 
事業に伴い景観の変化は生じるが、最終処分場
の設計（形態）により、影響（正負）は不明
である。 

21 地球温暖化 D C C 
(D) 

建設時：工事中の建設機械からの排気ガスは限
定的である。 

供用時：メタンガスの発生が想定される。ただ
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分
類 番号 評価項目 

影 響 評 価（結果） 
計画策定時：配慮事項 
建設・供用時：評価理由 計画 

策定時 
建設・ 
工事時 

供用・ 
運用時 

し、メタンガスを回収ないし焼却することで
地球温暖化への影響を緩和できる。 

汚
染
評
価
項
目

 

22 大気汚染 D C C 
(B-) 

建設時：工事中の埃や工事機械からの排気ガス
が想定されるが、影響は限定的である。 

供用時：重機、また処理施設からの排気ガスが
あるが、影響は限定的である。 

23 水質汚濁 D D C 
(B-) 

建設時：工事時点における水質汚濁は想定され
ない。 

供用時：雨の影響、あるいは浸出水が近隣の河
川、湖沼に流れ込むことによる水質汚濁（排
水）の可能性がある。既存地下水資源への影
響を回避するための適切な遮水工や浸出水
処理設備等が検討される必要がある 

24 土壌汚染 D B- B- 

建設時：工事用車両の燃料流出等による土壌汚
染の可能性がある。 

供用時：投棄廃棄物からの浸出水による土壌汚
染の可能性がある。 

25 廃棄物 D B- B- 建設時：事業者が廃棄物（土砂）を適切に処理
する必要がある。 

26 騒音・振動 D B- B- 

建設時：工事機械による騒音や振動が予想され
る。 

供用時：ごみ収集車、ブルドーザー等による騒
音や振動が予想される。 

27 地盤沈下 D D D 地下水の汲み上げは想定されていないため、地
盤変化は想定されない。 

28 悪臭 D D B- 
(A-) 

供用時：悪臭を一定レベルに維持するために
は、適切な管理が必要である。 

29 底質 N/A N/A N/A 本プロジェクトでは該当しない。 

30 事故（交通事
故） D B- B- 

(A-) 

建設時：工事車両などによる事故の可能性があ
る。 
供用時：ウェイストピッカー、周辺住民が工事
車両や収集車両との事故を引き起こす可能性
がある。 

A+/-: 重大な正/負の影響が想定される。 
B+/-: ある程度の正/負の影響が想定される。 
C: 正/負の影響程度は不明（調査検討が必要。調査過程で影響が明らかになる）。 
D : 影響の可能性はない。 
N/A: 該当なし。 

（評価）は、適切な対策がなされない場合の（最悪の）シナリオでの評価を示す。 
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第 3 章 協力計画の概要 
 
3-1. プロジェクトの概要 

本事業は、ドミニカ共和国において環境天然資源省と主要連携機関を対象に、最終処分場

の計画、管理や環境社会配慮、資金動員等について、能力強化やパイロットプロジェクト

を行うことにより、それらの機関による自治体および自治体連合への調整・指導・支援の

実施促進を図り、もって自治体および自治体連合による最終処分場の管理改善や持続的運

営の推進に寄与するもの。 
 

3-2. 協力期間 

2020 年 4 月～2023 年 3 月（36 か月）（予定） 

 
3-3. 対象地域 

ドミニカ共和国より申請された要請書では、主な対象地域を首都サントドミンゴとし、パ

イロットプロジェクトとしてジュナ河流域及び観光地域の 2 か所が対象地域として想定さ

れていたが、本プロジェクト当初の活動として予定されている全体状況のレビュー結果等

を踏まえ、双方合意のもとでパイロットプロジェクトの対象地を決定することが妥当との

合意に至った。なお、合意文書では明示されていないが、日本側は各種の協力を同国の北

西部ないし北部で重点的に展開している。そのため、本プロジェクトの対象地域選定に際

しては、各種協力との相乗効果の発現も念頭に検討、決定することが望ましい。 

 

3-4. ターゲットグループと最終受益者 

直接受益者：本事業実施機関及び職員（MARENA 都市環境管理局職員、LMD 職員、

FEDOMU 職員、FEDODIM 職員） 

最終受益者：ドミニカ共和国市民 

 
3-5. 上位目標 

環境天然資源省（MARENA）と主要連携機関の調整・指導・支援を通じて、最終処分場

の管理が改善し、持続的に運営される。 

≪指 標≫ 

1. 最終処分場の建設或いはリハビリの計画の数が XX から YY に増加する。 

2. 既存処分場閉鎖計画の数が XX から YY に増加する。 

3. 適切に廃棄物が処分される処分場の数が増加する。 

 
3-6. プロジェクト目標 
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最終処分場の設計、建設、運営、リハビリ、閉鎖について、MARENA と主要連携機関が

自治体及び自治体連合を調整・指導・支援する能力が強化される。 

≪指 標≫ 

1. MARENA や主要連携機関から技術的に援助を受ける既存最終処分場の数が XX となる。 

2. 最終処分場建設のために MARENA や主要連携機関から技術的に援助を受けた最終処分

場の数が XX となる。 

3. 最終処分場閉鎖のために MARENA や主要連携機関から技術的に援助を受けた最終数が

XX となる。 

 
3-7. 成果及び活動 

成果 1：MARENA と主要連携機関が、新規並びに既存処分場の整備計画を把握し、

最終処分場に関する国家管理計画を策定する能力が向上する。 
≪指 標≫ 

1. ドミニカ共和国の最終処分場の現状がレビューされる。 

2. 新規最終処分場の開発計画が作成される。 

3. 既存最終処分場の閉鎖計画が作成される。 
≪活 動≫ 

1-1 MARENA により主要関連機関を含む最終処分計画技術チームが形成される。 
1-2 既存最終処分場（FDS）の現状分析、不適切な FDS の閉鎖計画及び新規 FDS の開発

計画の策定がなされる。 
1-3 自治体および自治体連合に運営されている FDS の現状と課題をレビューする。 
1-4 20XX年までに必要となる新規 FDSの建設と既存 FDSの閉鎖にかかる国家計画を地

域別に提案する。 
 

成果 2：新規処分場整備の設計・用地取得・建設について、環境省と主要連携機関が

自治体及び自治体連合を調整・指導・支援する能力が向上する。 
≪指 標≫ 

1. 新規最終処分場に必要な技術面、組織面を含む基本ガイドラインを示したマニュア

ルが作成される。 
2. XX 自治体が最終処分場の設計・建設ワークショップに参加する。 
≪活 動≫ 

2-1 主要連携機関との調整により新規 FDS の建設に必要な技術面、組織面を強化する。 
2-2 新規 FDS の計画プロセス策定にガイドラインを示したマニュアルを作成する。 
2-3 新規 FDS の計画プロセス及び必要な措置に関してセミナー／ワークショップを自

治体及び自治体連合に対して実施する。 
 

成果 3：新規処分場設置や既存処分場閉鎖に係る環境社会配慮について、環境省と主

要連携機関が自治体及び自治体連合を調整・指導・支援する能力が向上する。 
≪指 標≫ 

1. 環境アセスメント、社会合意形成に関する項目を含む最終処分場の建設・閉鎖マニ
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ュアルが作成される。 
2. 環境アセスメント、社会合意形成に関する項目も含む最終処分場の建設・閉鎖セミ

ナーが XX 回開催される。 
≪活 動≫ 

3-1 FDS の閉鎖、リハビリに係る環境評価および社会合意形成のプロセスに必要なマニ

ュアルを作成する。 
3-2 新規 FDS の計画に係る環境評価および社会合意形成を効果的に普及させるための

セミナー／ワークショップを自治体及び自治体連合に対して実施する。 
 

成果 4：最終処分場の運営管理について、環境省と主要連携機関が自治体及び自治体

連合を調整・指導・支援する能力が向上する。 
≪指 標≫ 

1. 最終処分場の運営管理マニュアルが作成される。 

2. 最終処分場の閉鎖プロセスに係るマニュアルが作成される。 

3. 既存最終処分場のリハビリに係るマニュアルが作成される。 

4. 最終処分場の運営管理、閉鎖、リハビリにかかるセミナーが XX 回開催される。 

≪活 動≫ 
4-1 FDS の運営管理マニュアルを作成する。 
4-2 既存 FDS の閉鎖、リハビリ、運営に関するガイドラインとマニュアルを作成する。 
4-3 既存 FDS の安全な閉鎖方法と手順、運営管理、リハビリに関するセミナー／ワーク

ショップを自治体及び自治体連合に対して実施する。 
 

成果 5：自治体及び自治体連合の廃棄物管理のための資金獲得メカニズムや要件が確

立する。 
≪指 標≫ 

1. FDS.財政面での持続的な FDS 運営のために、XX とおりの予算調達メカニズムが確

立される。 
≪活 動≫ 

5-1 廃棄物管理及に利用可能な政府および外国金融機関の補助金、資金の融資条件を確

認する。 
5-2 中央政府から自治体及び自治体連合に対して財政支援の条件および枠組みを提案す

る。 
5-3 民間部門及び外国援助機関からの財政投資メカニズムを提案し、MARENA と主要

連携機関にアドバイスする。 
 

成果 6：パイロットエリアにおいて自治体及び自治体連合に対し、最終処分場の計画

や管理に必要な調整・指導・支援が環境省と主要連携機関により実践される。 
≪指 標≫ 

1. 新規 FDS 計画プロセス実践のため、XX か所のパイロットエリアが選定される。 
2. 既存 FDS 閉鎖プロセス実践のため、XX か所のパイロットエリアが選定される。 
3. 既存 FDS 運営強化プロセス実践のため、XX か所のパイロットエリアが選定される。 
≪活 動≫ 

6-1 MARENA が自治体と自治体連合体に既存 FDS の運営改善と新規 FDS の建設に係る

計画を提案する。 
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6-2 主要連携機関と協働で新規 FDS 設立のためパイロットエリアを選定する。 
6-3 パイロットプロジェクト実施に向けた組織間調整委員会を設立する。 
6-4 新規 FDS 設立計画の準備のため活動 6-2 で選択した自治体または自治体連合体を調

整、指導、支援を行う。 
6-5 主要連携機関と共同で既存 FDS の運営管理能力強化のためパイロットエリアを選

定する。 
6-6 活動 6-4 で選定した自治体および/または自治体連合体の FDS の運営管理を支援す

る。 
 
3-8. 投入 

日本側 

1）専門家派遣（短期専門家） 

- 総括／廃棄物管理 

- 副総括／制度組織運営 

- 最終処分場設計・建設 

- 最終処分場運営・リハビリ・閉鎖 

- 財務分析・財務計画 

- 環境社会配慮 

- 業務調整 

2）カウンターパート研修 

3）専門家が計画する現地活動に必要な経費 

 

ドミニカ共和国側 

1）カウンターパートの設置 

- カウンターパート人員の配置（分野：土木、建築、測量技師、経済、社会、環境） 

2）その他 

- 日本側専門家の執務室、会議室の提供及び必要な家具什器の設置 

- セミナーやワークショップ実施場所の確保 

- プロジェクト実施に必要な運営経費（水道光熱費、通信環境の確保等） 

- プロジェクト活動に参加する中央政府、地方自治体等関係者の給与、所要の手当 

- 移動手段の確保 

 
3-9. 実施体制 

1）実施機関（C/P 機関） 

- MARENA（環境天然資源省） 

2）主要連携機関 
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- LMD（地方自治体連盟） 

- FEDOMU（地方自治体協会） 

- FEDODIM（特別区協会） 

※最終処分場の管理は自治体が担い、自治体を束ねる政府機関である LMD が最終処分

場に必要な技術者を雇用している。また、市長連合体である FEDOM/FEDODIM は自治

体の財務能力強化を実施している。 

3）関係機関 

- MEPyD（経済計画開発省） 

- MSP（保健省） 

4）合同調整委員会 

最低でも年に 1 度合同調整委員会（Joint Coordinating Committee : JCC）を開催し、ワーク

プランの承認、プロジェクトの進捗レビュー、プロジェクトの評価、主要課題に関する意

見交換、PDM の改定、その他関連事項に関する協議等を実施する。 

 
3-10. 環境社会配慮 

カテゴリー分類：B 

カテゴリー分類の根拠：「国際協力機構環境配慮ガイドライン上」、セクター特性、事業

特性及び地域特性に鑑みて、環境への望ましくない影響が重大でないと判断されるため、

カテゴリーB に該当する。また、本事業における環境社会配慮に関する TOR 案（戦略的環

境アセスメント（Strategic Environmental Assessment : SEA）を含む）を作成し、ドミニカ共

和国政府と合意した。 

なお、本プロジェクトでは成果 6 の活動でパイロットプロジェクトを実施予定であるが、

最終処分場の計画や管理に必要な調整・指導・支援をプロジェクト側が自治体や自治体連

合に対して行うのみであり、施設建設を含まない計画としている。本パイロットプロジェ

クトの内容や対象地域は本プロジェクト実施中に選定されるため、環境及び社会への影響

が想定された場合には、プロジェクト側で影響評価、緩和策・モニタリング計画の策定等、

必要な措置を講ずる。 

 
3-11. 前提条件・外部条件 

前提条件： 
MARENA がプロジェクト実施に必要な予算と人員を確保する。 
 
外部条件： 
1）プロジェクト目標達成のための外部条件 

MARENA、主要連携機関、自治体及び自治体連合の最終処分場管理に関する役割と責任
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が大幅に変更されない。  
2）上位目標達成のための外部条件 
廃棄物管理に関する政策、法制度及び規制が大幅に変更されない。 

 
3-12. プロジェクト実施上の留意点 

特になし。 
 

第 4 章 プロジェクト 5 項目評価 
 
4-1. 妥当性 

妥当性は「高い」と判断される。廃棄物管理の管轄官庁である MARENA のニーズ、ドミ

ニカ共和国の開発政策に合致している。また、日本国政府の対ドミニカ共和国援助政策、

日本の技術的優位性との整合性も高い。 

 
(1) 受益者のニーズとの整合性 

MARENA はドミニカ共和国において、廃棄物管理における政策、法令を司る管轄官庁で

ある。しかしながら、廃棄物の発生から最終処分場に至るまでに必要な制度、体制が十分

に確立されているとは言い難い状況にある。加えて、地方自治体に対して求められる最終

処分場の設計、建築、運営にかかる技術面における支援の実施に必要となる、十分な知識、

経験を有していない。そのため本プロジェクトは MARENA のニーズに合致しており、プロ

ジェクト活動を通じて廃棄物最終処分場施設の運営管理能力の向上も含む総合的な廃棄物

管理能力強化に資することが期待されている。 

 
(2) ドミニカ共和国政府の開発政策との整合性 

ドミニカ共和国政府は国家開発戦略 2030 のなかで、廃棄物収集の改善と最終処分場の持

続性確保を重要政策として掲げており、全土に存在するオープンダンピングを徐々に閉鎖

し、適切な管理下にある最終処分場に集約していくことを廃棄物管理の方針としている。

また、同政府が実施している「清潔なドミニカ」計画では、2020 年までの実現を目的とし

た処分場建設予算が計上されており、本プロジェクトを通じて最終処分場の設計、閉鎖、

リハビリに係る能力を向上することは、同国の開発政策に合致している。 

 

(3) 日本の対ドミニカ共和国援助政策との整合性 

我が国はドミニカ共和国における近年のマクロ経済発展を背景とした同国の自立的発展

を維持させるべく、持続的な経済発展、貧困削減、環境保全の 3 分野で引き続き効果的な

支援の実施を図ることとしている。このうち、環境保全分野の都市環境改善においては、

日本の地方自治体の取り組みをモデルとし、人口集中の激しい都市部の廃棄物管理・下水
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処理など主要な環境衛生課題に対するドミニカ共和国の取り組みをソフト面、ハード面の

双方から支援していくとしている。こうした理由から、本プロジェクトは我が国の対ドミ

ニカ共和国援助政策および JICA の事業実施計画とも合致している。 

 

(4) 日本の技術的優位性 

我が国は JICA を通じて本プロジェクトの先行案件である、「全国廃棄物管理制度・能力

強化プロジェクト（2014-2017）」を実施し、広域廃棄物管理のための自治体連合モデルの構

築を実践した。これに加えて、サントドミンゴ特別区での開発調査、技術協力プロジェク

ト、サンチアゴ市への支援のほか、青年海外協力隊・シニアボランティアの派遣、課題別

研修による本邦への研修員受け入れを多数実施してきた。特に、帰国研修員は、現在も環

境分野に関連する行政機関に所属する職員が多く、JICA プロジェクトに対する理解があり、

協力的である。また、これまでの中南米での廃棄物分野での技術協力の実績から、相手国

の日本の技術への信頼も高く、日本のノウハウ・経験の優位性を生かすことが可能である。 

 
4-2. 有効性（見込み） 

有効性は「高い」と見込まれる。JICA は本プロジェクトの先行案件の実施を通じて、同

国の廃棄物管理体制の強化に携わってきた。そのため、先行案件の提言、教訓を十分に踏

まえ、カウンターパートの能力、最終処分場の現状、さらに財務面におけるフィージビリ

ティを考慮しながら、プロジェクト活動、成果の設定がなされており、プロジェクト目標

の達成は高いと見込まれる。なお、プロジェクト目標の達成には PDM に設定されている全

成果の達成が必要であり、因果関係が明確である。また、PDM に設定されている外部要因

は満たされることが見込まれる。 

 
(1) プロジェクト目標の達成見込み 

JICA は本プロジェクトの先行案件（FOCIMiRS）をフェーズ１として 3 年間にわたり実

施してきた経緯がある。そのため、フェーズ１の達成度、カウンターパート及び関連機関

体の技術力、経験、知識を考慮して、活動、成果、プロジェクト目標が設計されている。

そのためプロジェクト目標の達成見込みは高いと判断される。 

(2) プロジェクト目標と成果の因果関係 

本プロジェクトではプロジェクト目標を実現するために 6 つの成果が設定されている。

はじめに、廃棄物管理に係る現状レビュー並びに全体計画の検討（成果 1）を行う。その後、

最終処分場の設計・建設、環境社会配慮、運営管理、資金確保手段の多様化（成果 2、3、4、

5）の各成果の達成に必要な活動を実施する。以上から得られた成果を踏まえた上で、パイ
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ロット地域での実践、検証（成果 6）を経てプロジェクト目標が達成する。そのため、成果

とプロジェクト目標の因果関係は明確である。 

 
(3) プロジェクト目標の達成に至るまでの外部条件 

詳細計画策定時点における PDM に設定されている外部条件「MARENA および各協力機

関の最終処分場に関する責務、役割が大きく変わらない」は、プロジェクト終了時まで継

続することが予想される。 

 
4-3. 効率性（見込み） 

効率性は「高い」と見込まれる。先行案件の実施を通じてドミニカ共和国における廃棄

物管理の現状、課題については確認済みであるため、これに基づき効率的な専門家派遣の

タイミング、期間などが考慮されている。フェーズ 1 プロジェクトに参加した殆どの職員

が MARENA の担当部署に引き続き勤務しているほか、さらに MARENA はプロジェクト活

動に必要となる土木技師、建築家、土地測量士、エコノミスト、社会学者、環境専門家等

の人材を配置する予定である。 

 
(1) 先行プロジェクトの経験活用 

先行プロジェクトに参加した殆どの職員が MARENA の担当部署に引き続き勤務してお

り、自治体に対する能力強化研修を継続的に実施しており、フェーズ 2 で対象とする処分

場のリハビリ、閉鎖といった自治体が抱えている課題、要望にも精通していることから、

円滑なプロジェクトの運営が期待されるとともに、成果の達成への貢献が期待される。 

 

(2) ステイクホルダーとの連携 

先行案件において MARENA は自治体に対する研修実施を通じ、廃棄物管理に係る課題、

認識を自治体と深く共有している。さらに、本プロジェクトでは最終処分場の建設、リハ

ビリ、閉鎖に関して経験を有する協力機関と連携することになっており、これらステイク

ホルダーとの協働により円滑なプロジェクトの実施が見込まれる。 

 
 
4-4. インパクト（見込み） 

上位目標の達成、正の波及効果発現が見込まれる。 

 
(1) 上位目標の達成見込み 

上位目標「MARENA と協力機関の協働による調整、指導を通じて、最終処分場の管理が

持続性を伴いながら向上・運営される」は、MARENA と協力機関の持続的な技術支援によ
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り達成が見込まれる。また、下院で修正を経て、上院で審議予定となっている「廃棄物に

関する一般法」が原案どおり可決されれば、財政面における持続性の担保に必要な条件が

整うことになる。加えて、上位目標達成にかかる外部条件「最終処分場にかかる MARENA

と自治体及び自治体連合体の役割が大きく変化しない」は満たされることが見込まれる。 

 
(2) 波及効果の達成見込み 

現状ドミニカ共和国では、殆どのウェイストピッカーはフォーマルセクターに属してい

ない。また、政府による積極的なウェイストピッカー支援も行われていない。他方、ドミ

ニカ共和国工業協会によれば、民間セクターでは商業目的のリサイクルシステム構築に向

けた努力がなされてきている。関心表明を示した企業が当初 5 社のみであったのが、現在

は 15 社が参加するに至っている。このことは資源ごみの分別がこれまで以上に重要になる

ことを示唆している。廃棄物に関する一般法成立に伴い、資源ごみの選別を行うオペレー

ターの増員の必要性が予見され、ウェイストピッカーの民間企業への雇用が促進されるな

ど、フォーマルセクターに統合されていくことも見込まれる。 

 
4-5. 持続性（見込み） 

プロジェクト終了後の政策面、組織面、財政面、技術面における持続性が見込まれる。 

 

(1) 政策面 

政策面における持続性は高いと見込まれる。妥当性に述べたとおり、ドミニカ共和国政

府は国家開発戦略 2030 において、廃棄物回収の効率性改善と最終処分場の持続的利用方法

の実現を政策としている。また、現政権が実施している「清潔なドミニカ」プログラムで

は最終処分場の改善も対象としている。加えて、数回の修正を経て「廃棄物に関する一般

法」案の成立が見込まれており、「清潔なドミニカ」プログラム終了後は、同法に基づく廃

棄物管理を持続していくことになる。これらの状況に鑑み、政策面における持続性が見込

まれる。 

  

(2) 組織面 

プロジェクトの C/P 部門（都市環境管理局）は環境保全局に所属していたが、自治体環

境管理部門に移管され、2016 年以降 MARENA の組織図に正式に登録されるようになった。

これにより、人材および財政確保において C/P 部門の MARENA 内部における権限が拡大し

た。加えて MARENA では最終処分場を含めた廃棄物管理政策をさらに重要課題として認識、

対応するようになっており、組織面における持続性は高いと見込まれる。 
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(3) 技術面 

本プロジェクトでは最終処分場の設計、建設、リハビリ、閉鎖にかかる能力強化を対象

にしている。実施機関である MARENA がフェーズ１の経験を活用することに加え、本フェ

ーズからは最終処分場に係る土木工事に十分な経験、人材を有する LMD が主要協力機関と

して参加する。そのため、技術面における持続性は高いと見込まれる。 

 

(4) 財政面 

MARENA および地方自治体は最終処分場の建築、リハビリ、閉鎖に係る土木工事費用に

係る予算を有していない。現在、「ドミニカリンピア」プログラムによって、これらの事業

実施に係る費用が捻出されているが、同プログラムは 2020 年に終了予定である。その後の

予算措置は、現在審議中の「廃棄物に関する一般法案」に引き継がれる見込みである。同

法案は処分場の建設、維持、リハビリ、閉鎖等に関する費用を持続的に捻出するため、企

業の売上規模に応じた金額の徴収、電気料金にごみ料金の上乗せなどにより、廃棄物関連

事業基金を形成する仕組みとなっている。そのため同法案が成立すれば、自治体は最終処

分場に係る事業実施予算を充当するための基金にアクセス可能となり、財政面における持

続性の確立が見込まれる。 

 

4-6. 結論 

詳細計画策定調査時点における評価結果は、妥当性は高いと判断される。有効性、効率

性も高いと見込まれる。インパクトに関しては上位目標の達成が見込まれることに加え、

正の波及効果の発現が期待される。持続性に関して法制面、組織面、財政面、技術面のい

ずれにも大きな懸念事項は見当たらない。 

 

第 5 章 団長所感 

 

今次要請は最終処分場の適切な整備に向けた体制整備と能力強化を軸としたものとなっ

ていたことを踏まえ、全体の構成を①現状のレビュー及び全体計画の検討（成果 1）、②処

分場の建設、管理運用、閉鎖までの一連の流れに沿った能力強化、ガイドライン整備等（成

果 2～4）、③資金確保手段の枠組みの確立（成果 5）、④パイロット活動を通じた実践的な

指導・監督能力の強化及びガイドライン等ツールの検証（成果 6）、に要請内容を再構成し

て調査団から提案し、MARENA を含む関係機関の合意を得た。 
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廃棄物管理フローの中でも最終処分が今後各自治体ないし自治体連合が取り組んでいく

べきクリティカルな課題であり、一方で各種の制約から手が付けられていない部分である

ことは各種関係機関との協議からも明らかであり、処分場の計画的な整備、適切な運用、

閉鎖管理を見据え、技術的な側面のみならず資金源の確保も含めた包括的な能力向上を図

るアプローチとしてプロジェクトの枠組みを確立できたことは今後の円滑なプロジェクト

開始に向けて意味ある合意と考える。また、自治体に対する技術的な指導、計画策定支援

や首長のイニシアチブ発揮といった側面からは MARENA のみならず LMD、FEDOM 及び

FEDODIM といった既存の組織との協働がプロジェクト終了後を見据えると重要と考えら

れことから、これら組織を先方提案に基づき「Key Involved Institutions」としてプロジェク

ト内で協働することを明示した。プロジェクト活動を通じ、これら機関も技術移転の対象

となっていくことが期待される。 

資金に関し、現大統領の立ち上げたイニシアチブによるプログラムである「Dominicana 

Limpia」は 2020 年までの時限的なものであり、最終処分場の改善や重機の調達等にも同プ

ログラムからの資金が一定程度振り向けられている状況にある。同プログラムの終了後、

同様の枠組みが維持されるかどうかは不明であり、かつ一般に自治体の財政状況は厳しい

状況にあるため、財務持続可能性への懸念材料となっている。一方で、現在審議中の一般

廃棄物法案では政府からの財政措置に関する規定も盛り込まれている模様であり（英文版

を取付中）、MARENA も外部資金やドナーの資金に依存するというよりも同法の規定に基

づき自己資金での対応を模索する姿勢であることを確認した。引き続き、同法成立に向け

た進捗を注視すべきである。 

パイロットプロジェクトに関し、ジュナ側流域及び観光地域の 2 か所が当初要請では期

待されているものの、プロジェクト当初の活動として予定されている全体状況のレビュー

結果等を踏まえて双方合意のもとで決定することが妥当と判断した。なお、合意文書では

明示していないものの、日本側は各種協力を北西部ないし北部に展開しており、これらと

の相乗効果を志向するうえでは戦略的にこれら地域からの選定を提案することも今後念頭

において検討することが望ましい。今次調査ではダハボン市を訪問視察したが、周辺自治

体との広域処理を志向して処分場候補地を確保し、自己資金及び EU 資金を活用して整地、

柵の設置やコンポストヤードなどの整備を終えていた。同施設が適正稼働すれば地方中小

都市での広域処理のモデルとなりえる可能性はあるものと考えられ、こういった自発的な

取組が進んでいる地域をモデルとしていくべく選定することも一案。 

なお、2020 年の大統領選を控え、先方実施機関の体制や人員、また一般廃棄物法案の審

議状況などの外部要因には不透明性がある。他方、これら不確実性を排除することは現実
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的に不可能であることから、外部要因の変化が生じた場合には双方協議のもと適宜プロジ

ェクト側で柔軟に外部環境の変化に対応していくことが望ましい。 

本案件は最終処分場の適正化を図り、陸域での廃棄物管理の改善を通じて海洋への廃棄

物流出の抑制を図る観点より G20 大阪サミットで合意された大阪ブルー・オーシャン・ビ

ジョン実現のためのマリーン・イニシアティブに資するものとして位置づけられる。プロ

ジェクト実施過程においては、本邦研修の機会を通じてドミニカ共和国内での取り組みや

課題をプレイアップする機会を設けるなどにより、日本の民間企業等との接点を設けるこ

とも前向きに検討したい。 

 

 

 
別添資料 

1． 面談者リスト    
2． 議事録    
3． RD、M/M（英語、西語） 
4． プロジェクト・デザイン・マトリックス （PDM）version 0.0（英語、西語、日本

語） 
5． 収集資料リスト    
6． 事前質問票と回答   



1 

別添資料1：面談者リスト 
 
 

所属機関／氏名 職位 

MARENA（環境天然資源省） 

Angel Estévez Bourdierd Minister of Environment and Natural 
Resources 

Zoila González de Gutierrez Vice Minister of Environmental Management 

Francisco Flores Chang Director of Municipal Environmental 
Management 

Maribel Chalas Technical Coordinator of Solid Waste Project 

Manuel Castillo Chief of Solid Waste Management 
Management Dept 

Ana Hernández Analyst of Environmental Management, Dir. 
of Municipal Environmental Management 

Diokasty Payano Analyst of Environmental Management, Dir. 
of Municipal Environmental Management 

Delly Méndez Analyst of Environmental Management, Dir. 
of Municipal Environmental Management 

Ivelisse Pérez Interinstitutional Coordinator 

Belkis Fernandez Chief of International Cooperation 
Department 

Sarah Díaz Analyst of International Cooperation 
Department 

Rosa Otero Director of Foreign Affairs, Viceministry of 
International Cooperation 

Persis Ramírez Technical Advisor of Minister Office 

Christian Báez Technical Advisor of Minister Office 

  

Dominicana Limpia（ドミニカーナ・リンピカ） 

Domingo Contreras Director of Dominicana Limpia Program) 

Yoselin Santisgo Director of Education Axis, Dominicana 
Limpia 

  

MEPyD（経済企画開発省） 

Juan Ariel Jiménez Minister 

Inocencio Garcia Javier Viceminister of International Cooperation 

Ivan Cruz Director of Bilateral Cooperation 

Jose Ronald Torres Tatis Chief of North-South Cooperation Division, 
Dir. Of Bilateral Cooperation 

Silvia Pichardo Analyst of International Cooperation, Dir. Of 
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Bilateral Cooperation 

  

Ministry of Presidency（大統領府） 

Sina Del Rosario  Viceminister of habitat and local 
development 

  

LMD（地方自治体連盟） 

Victor M. Feliz Deputy Secretary of Municipal Programs 

  

FEDOMU（地方自治体協会） 

Rafael Hidalgo President. Mayor of Azua Municipality 

Félix Santos Technical Manager 

Laura Indhira Reyes  Chief of Cooperation and Projects 

Nelson Nuñez Treasurer. Mayor of Samana Municipality 

  

AIRD（ドミニカ共和国工業協会） 

Carlos Rodríguez Alvarez Institutional Director 

Mariely Ponciano Advisor, ECORED 

  

USAID（米国国際開発庁） 

Erick F. Conde Project Management Specialist  
Agriculture and Environment Office 

Aneliya Nikolova Environmental Project Management 
Specialist, Mission Environmental Officer 

  

IDB（米州開発銀行） 

Carlos Faleiro Water and Sanitation Consultant 

  

Dajabon Municipality（デジャボン市役所） 

Miguel Cruz Alcalde de Dajabon (Mayor of Dajabon 
Municipality) 

Junior Almonte Mayor of Loma de Cabrera Municipality 

Víctor Carrasco Mayor of Santiago de la Cruz Municipal 
District 

Aldo García Mayor of Cañongo Municipal District 
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Jorge Vargas Planning and Program Technician 

  

Azua Municipality（アスア市役所） 

Miguel Angel Aguilar Manager of Intermunicipal Technical 
Adminisrative Office 

  

Cilpen Global（シルペン・グローバル社） 

Adalberto Crisóstomo General Manager of Cilpen Global 

Anyelo Ortiz Technical Managr of Cilpen Global 

María Laura Martínez  Chief of Safety and Industrial Hygiene, 
Cilpen Global 

  

SOSTENIBILIDAD 3R（環境 NGO）  

Ginny Heinsen Director 
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別添資料2：面談録 
 

1．経済企画開発省 
日時 2019年9月16日（月）10時20分～11時30分 
場所 経済企画開発省（MEPyD）副大臣執務室 
出席者 MEPyD：GARCIA副大臣、TORRES氏、ALIAS氏、PICHANDO氏 

JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 對馬：FOCIMIRSフェーズ１ではMARENAの統合固形廃棄物管理（ISWM）に係る能力強化を実施した。

フェーズ２では最終処分場の設計、建設に係るMARENAの能力強化をターゲットとており、今回の滞在

期間中に十分な情報収集・分析を行い適切なプロジェクトデザインを行いたいと考えている。そのため、

最終処分場の計画、建設、リハビリといった点に必要となる情報収集に協力いただければ幸甚。 

 副大臣：廃棄物はドミニカ共和国の大きな問題となっている。MEPyDでは民間によるビジネス的なアプ

ローチによる対応可否について検討しており、廃棄物より発生するメタンガスの利用などにも関心があ

る。他方、最終処分場への対応はMARENAと自治体で十分協議の上決定すべき問題と理解している。ま

た、一般廃棄物法案では、MARENAは廃棄部管理実施事業者ではなく、監督官庁という位置づけとして

いる。 

 對馬：ドミニカ共和国は島嶼国であることを念頭に、建設される最終処分場が将来問題を惹起しないよ

う十分な環境配慮を行いながら、MARENAと協議を行っていく。また、IDB、Green Climate Fundなど

へのアプライも見据えていきたい。また、現在稼働中の最終処分場への対応もMARENAと協議していく。  

 副大臣：FEDOMを通じて自治体の意識改革を実現することが重要と考えている。日本での研修で北九州

市の事例を視察したが、廃棄物から収入を得られるような仕組みに対して非常に興味をもった。自治体

の意識改革実現のためには、このような事例紹介も有効であると考えている。 

 對馬：フェーズ２では日本での研修も検討したいと考えている。 

 副大臣：SNIPコードとは別に、国際協力案件をコード化するためにCINACIDの導入を検討している。RD

を締結した後に、MARENAが本技プロをSINACIDに登録し、それを根拠に、自治体がSNIPを登録して予

算を得るという形になる。SNIPは公共投資インフラを管理するためのものであり、FOCIMIRSフェーズ

２で強化されたMARENAのソフト面における能力の持続性を確保するツールとして適用することは現

時点では出来ないが、SNIP内にナレッジビルディングという項目を新たに加えればソフト面での予算配

布も可能になるだろう。フェーズ２で必要な最終処分場の設計・建設にかかる費用充当を目的にするの

であればSNIPとなる。ただし、インフラ建設に際して実際の施工者となるのは地方自治体であり、

MARENAではない。そのため、SNIPへの登録は地方自治体自身が行わなくてはならない。なお、かつて

MEPyDは自治体にSNIPに関する研修を行っていたが、今は行っていない。 

 

2．環境天然資源省 
日時 2019年9月16日（月）14時10分～15時30分 
場所 環境天然資源省（MARENA）会議室 
出席者 MARENA：González副大臣、Chang氏、Chalas氏、Fernandez氏、 Hernandez氏、

Perez氏、Ramirez氏、Baiy氏、Otero氏、 Pay氏、Castillo氏 
JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 CHANG氏：フェーズ１で我々は多くを学んだが、フェーズ２では最終処分場に関して集中して、

MARENAの廃棄物管理に関する能力をさらに向上させたい。廃棄物処理の徴税システムがあるが、強化
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が必要。徴税は自治体の役割であるが、MARENAが関しする必要があると思っている。パイロットはジ

ュナ川流域（流域が国内有数の農業地帯）とセマナ（観光地）で実施したい。2年前には、両地域の自複

数の自治体が自治体連合の形成に関心を持っていた。処分場建設の際に住民退去の事例はない。法案で

は、ウェイストピッカーをインフォーマルからフォーマルセクターにすることとしている。 

 副大臣：廃棄物管理に際して法律の制定のみでは不十分で、実施していくためには細則が必要であり、

MARENAにはそれが課されている。 

 PEÑA所員：フェーズ１で実現したAZUA市を中心にした自治体連合体による最終処分場の運営は上手く

機能しているが、これはDominica Limpiaプログラムによる資金支援に依拠していると理解している。合

意された各自治体が負担すべき分担金は支払われておらず、財務的な持続性への懸念が実現しないよう

留意すべき。 

 

3．IDB（米州開発銀行） 
日時 2019年9月16日（月）16時00分～17時00分 
場所 IDBドミニカ共和国事務所会議室 
出席者 IDBドミニカ共和国：CARLOS氏 

JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 對馬：FOCIMIRSフェーズ２は最終処分の設計、建設能力強化を目的としており、今回は詳細計画策定

調査のため来訪した。フェーズ２ではIDBからの融資へのアクセスも計画を実施に移すための資金リソ

ースのひとつとして検討しており、IDBの活動計画を伺いたい。さらにサントドミンゴマスタープランの

アップデートが行われていると聞き及んでいるが、そちらの進捗状況についても確認したい。 

 CARLOS氏：現在IDBドミニカ共和国事務所ではサントドミンゴのマスタープラン改定に全力を注いで

いる。中でも3つの点（中継基地の見直し、処分場の見直し、人材能力強化）に注力している。（プレゼ

ン資料に基づきドミニカ共和国最大のオープンダンピングサイトへの現状分析、対応案を説明） 

 サントドミンゴ圏には国全体人口の40％が住んでおり、国全体の50％の廃棄物を出している。MP改訂

を行っているドゥケサ処分場には千人以上のウェイストピッカーがおり、ほぼ全員がハイチ人。処分場

に入った廃棄物の2％が有価物として処分場から戻っている。 

 CARLOS氏：IDBドミニカ共和国事務所の主たるC/Pはドミニカ共和国財務省であるが、その他の職員は

担当案件によってメインC/Pとなる省庁は異なる。民間企業への訪問も頻繁に行っている。 

 CARLOS氏：現在はマスタープラン作成事業に集中しているが、FOCIMIRSフェーズ２に関連した最終

処分場に対する融資の可能性はゼロではない。ただし、ドミニカ共和国政府からの要請および提供され

る説明資料の内容に大きく左右される。ドミニカ共和国に対するIDBの５カ年計画では保健衛生（特に飲

料水）、教育、国政運営が重点項目とされており、廃棄物管理は含まれていない。なお、組織能力強化

は中央省庁のみでなく地方自治体も対象にすべきと考えている。地方自治体の能力強化はLMDを通じて

実施することも一案。 

 

4．大統領府 
日時 2019年9月17日（月）9時00分～10時00分 
場所 大統領府会議室 
出席者 大統領府：ROSARIO副大臣 

JICAドミニカ共和国事務所：近藤所長、PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 ROSARIO副大臣：大統領府が実施している廃棄物政策は非常に重要なテーマである。当初民間が主体の
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イニチアチブとしてスタートしたが、2018年より政府予算を500万RS$注入している。LMDを通じ予算

配布を行っており、来年度の予算も確保済み。 

 ROSARIO副大臣：廃棄物に係る一般法の成立状況であるが、最終チェックを大統領府にて行っている。

これまで民間企業とのコンセンサスが得られなかったことが遅れの要因であったが、ようやく合意し成

立に向かっている。税金という名目ではなくコントリビューションという名目で企業売上の大きさによ

り、幾つかのランクに区分し、ランク毎に該当する年額というして企業が納めるという仕組みである。

この制度がスタートすればドミニカーナ・リンピア（DL）プログラムの役目を終えることとなる。 

 ROSARIO副大臣：ドミニカ共和国には現在392のオープンダンピングサイトが存在するが、これらを

徐々に閉鎖し、代わりに大規模かつ数を減らしつつ最終処分場に移行することを目標としている。これ

までMARENAが廃棄物管理を管轄してきたが、今後は複数の組織から構成される組織を設立し、そこで

廃棄物管理を一元的に実施、管理することを検討している。また、エネルギー生産も行えればと思って

いる。 

 ROSARIO副大臣：LMDを通じて地方自治体の能力強化を実施するのがよいと思われる。廃棄物管理に

おいて市民教育は非常に重要であり、対象も子供、学生、成人と広範に及ぶ啓発活動が効果的と考えて

いる。他方、教育の成果が浸透し習慣として定着するまでには一定の時間が必要であることは了解して

いる。 

 近藤所長：フェーズ１に加えJICAで研修を受講したドミニカ人が100名程度存在する。加えてJICAボラ

ンティアも数多く活動している。また、他ドナーから廃棄物はJICAの貢献が非常に大きいという声を聞

かれており、今後もJICAは協力を継続していきたい。他方で今後ドミニカ全国にさらに廃棄物管理事業

を拡大、定着していくには、中央政府から地方自治体への支援が不可欠だが、それには相応の予算が必

要となる。この点について大統領府の考えを伺いたい。 

 ROSARIO副大臣：私の管轄外ではあるが、政府は特別予算としてAZUAの自治体共同体が推進する最終

処分場に支援を行ったが、地方自治体にも相応の努力を期待する。具体的には、市民が公共サービスに

対する対価を支払うよう意識改革が必要。例えば、サントドミンゴでは4ドル／トンの経費を徴収してい

るが、地方では1ドル／トンとなっており、場所によっては徴収率が大きく下回る地域もある。この点を

改善していく必要がある。 

 對馬：DLプログラムの終了は2020年と理解しているが、予算は使い切るという理解で正しいか。 

 ROSARIO副大臣：2020年12月までDLプログラムが継続する。DLプログラムが過渡期の政策であり、そ

れ以降は廃棄物に係る一般法による廃棄物管理を推進していきたい。 

 

5．ドミニカーナ・リンピア事務所 
日時 2019年9月17日（火）10時30分～11時50分 
場所 DOMINICA LIMPIA事務所 
出席者 DOMINICA LIMPIA：DOMINGO氏、SANTIAGO氏 

JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 SANTIAGO氏：100の対象個所のうち、学校数、経済レベル、技術レベルなどの各種要件を満たしている

22か所を今年9月～12月のオープンダンプサイト閉鎖優先地区として選定した。当該22か所は他の対象

地区に比較して達成目標の基準が高く、そのため予算も多く配賦されている。なお、22か所には地域に

在住する大学生をコーディネーターとして雇用して各戸を月2回訪問するといったきめ細かい対応を行

っている。その22地区に対し、優先的に処分場重機の配置などもしている。22地区には中央政府の予算



4 

とビール会社の予算がつき、残り78地区については中央政府の予算のみが使用される。 

 SANTIAGO氏：DLプログラムは2020年12月まで継続予定。DLプログラムは7つの組織（大統領府、

MARENA、LMD、FEDOMU、FEDODIN、教育省、ATABRY（NGO））および国営ビール会社によって

運営されている。協調しており、毎月運営会議を実施している。DL後のLMDの計画として、プロモータ

ーなどの人件費を廃棄物一般法案の中に盛り込まれているグリーン基金などに申請予定。 

 DOMINGO氏：廃棄物管理に係る事業は持続性の維持が重要である。FOCIMIRSフェーズ１ではMARENA

のISWMの推進が主目的であったが、フェーズ２では持続性の維持のため予算の確保が重要。予算確保

は法律を制定することで実現可能である。廃棄物管理に係る制度を変更、確立するとともに、官民問わ

ず廃棄物管理に従事するオペレーターの能力向上に資することが可能となる。同時に学校に対する教育

を通じて、子供のころから環境に対する認識を育成することで、将来の市民マインドの改善を実現する

必要がある。この点、日本は既に多くの事例を実現しており、大いに参考としたい。 

 DOMINGO氏：廃棄物管理に係る一般法案には、財政面で活動の持続性を担保する２つの仕組みが組み

込まれている。１つは中小企業を含め企業の売上に応じてコントリビューションの年額が定められたグ

リーン基金（企業あたり年間5ドル～5千ドル）。もう１つは電気代請求書にごみ料金を一定額で課税す

る方法。これらについてどの程度の金額、割合をどうするかはまだ議論中だが、2020年度内には確定す

る予定。なお、年間予算額はまだ確定していないが、年間で8から10件の新規最終処分建設費用、既存処

理場閉鎖にも年間8~10件程度対応可能な規模を想定している。なお、DLプログラム事務局には現在17名

の若手スタッフが在籍しており、そのうち12名が技術スタッフである。加えて現場に配置されている技

術者が存在する。 

 
 

6．地方自治体連盟（LMD） 
日時 2019年9月17日（火）14時00分～14時50分 
場所 LMD会議室 
出席者 LMD：FELIZ氏、ACOSTE氏 

JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
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詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 
 FELIZ氏：LMDは政府機関であり、DLプログラムの実施に関与することで、最終処分場に介入可能な人

材の能力向上、さらには市民教育に対する実績も確実に蓄積しつつある。DLプログラム関連予算のうち

約80%が最終処分場整備関連に投入されている。具体的にはSantiago、Velon、Tamboli、Villa Tarazo、

Mocaの最終処分場運営に関与してきている。FOCIMIRSフェーズ１についてはよく理解している。LMD

の事業現場で実践的な経験をしていきたく、実際に重機を入れた。この2年間で蓄積してきた最終処分場

に係る経験と実績で、フェーズ２の実施に大いに貢献可能である。データやノウハウ、人材など、喜ん

で提供したい。 

 FELIZ氏：DLプログラム終了後、財政面における困難が予想されるが、これに対しては政府に対して一

時的に臨時の補助金を申請する予定である。この補助金の使途は100%最終処分場関連に振り向ける。総

額は未確定であるが、例えば1日の廃棄物搬入量が80~90トン程度の最終処分場の場合、月額運営コスト

は30,000ドル程度となる。廃棄物の関する一般法の成立に伴い、グリーン基金が利用可能となるが、実

際に基金が利用できるようになるまで臨時補助金で対応する。なお、LMDではDLプログラムとは別に最

終処分場の維持、管理の業務に従事してきていることを強調したい。 

 FELIZ氏：LMDとFEDOMUの違いについて、前者は市役所の連合体、後者は市長連盟という性格の違い

がある。LMDはFEDOMUを通じて市長の協力を得ており、良好な関係を維持している。 

 

7．地方自治体協会（FEDOMU） 
日時 2019年9月17日（火）15時30分～16時00分 
場所 FEDOMU会議室 
出席者 FEDOMU：NELSON氏（現Samana市長）、FELIPE氏（FEDOMU職員） 

JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 FEDOMU NELSON氏；FEDOMUはメンバーの市に対してアドバイスをする機関である。FEDOMU予算

執行報告書作成などの技術指導や法律相談を受けられることがFEDOMUのメンバーになるメリット。

FEDOMUは廃棄物に関して15年前から市の計画策定の廃棄物分野の技術的助言を行ってきた。廃棄物に

関して回収にかかる課題が改善されつつあるが、最終処分場に係る課題はほとんど解決されていない。

各地方自治体は個々の要請を管轄である中央省庁に直接行うのが大部分であり、FEDOMUとして中央政

府と話し合いをする機会はほとんどない。 

 FELIPE氏：ドミニカ共和国の法律では国全体の予算のうち10%を地方自治体に配布することになってい

るが、現状は約2.8%程度に留まっている。この2.8%のうち5%がLMDに配布され、LMDに配布された金

額の1%がFEDOMUに配布されることになっているが、15年前から同じ額しか配布されておらず、目減

りしている。 

 NELSON氏：中央政府からの補助金が増加しない限り、地方自治体は廃棄物問題に対応するため市民税

の中に組み込み、これを用いて公共サービスの充実を図ることが唯一現実的な対応策と考える。 

 FELIPE氏：FEDOMUは自治体に対して法律関連、市民教育といった分野をサポートしている。また技術

分野の人材も抱えており、DLプログラムの実践にも協力し、LMDとも連携している。FOCIMIRSフェー

ズ２にも喜んで協力していきたい。 

 

8．ドミニカ共和国工業協会（AIRD） 
日時 2019年9月18日（水）09時00分～10時00分 
場所 ドミニカ共和国工業協会（AIRD）会議室 
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出席者 AIRD：RODRIGUEZ氏、MARIEL氏 
JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 AIRD（MARIEL氏）：（AIRDの全体事業説明の後）6~8年前から埋立地に関する事業に関与してきた。

循環型経済を目指しており、4.5億ドルの削減が見込める。プラスチックは製造業者のみでなく、利用者

も含めたバリューチェーンとロジスティックの形成に対応することで、回収、再利用が可能となる回収

ビジネスを作る動きが顕在化してきており、将来的にプラスチックなどの輸出を検討している。メキシ

コのケースを参考にドミニカ共和国にも同じモデルを作り上げることで、利潤を生みだすビジネスモデ

ルの形成に注力している。企業に与えるメリットとして、企業イメージの向上に資するのみならず、回

収資源の再利用による原材料コストの提言、さらにはウェイストピッカーの正規労働市場への取り込み

による労働市場の創設といった複数のメリットが期待できる。PETボトルに関しては当初5社でスタート

したが、現在は関心企業が15社になっており、近い将来新規ビジネスがスタートする公算が高くなって

いる。なお、ドミニカ共和国において資源回収率は現状非常に低い状況に留まっている。 

 AIRD（RODRIGUEZ氏）：廃棄物に関する一般法の成立、公布は企業にとって魅力的である。草案初期

段階では、企業が支払うべき金額は非常に無謀な金額が設定されていたり、大手企業だけが支払い義務

の対象となっていたりしており、民間セクターの反感を招いた。しかしながら、議論を経て現在の法案

に至り状況は一変している。現行法案で規定されている、個人事業主を含めた各企業の売上に応じた年

額の支払いもシンボリックな金額とも言うことができ、当該金額の支払いが企業の負担になることはな

い。むしろ、資源回収・リサイクルビジネスが誕生することが予想されており、経済界のみならず国民

全体への裨益が想定される。唯一の懸念事項は、形成されるファンドの使途が果たして透明、適切に処

理されるかである。 
 

9．米国国際開発庁（USAID） 
日時 2019年9月18日（水）11時00分～12時00分 
場所 USAID会議室 
出席者 USAID：CONDE氏、NIKOLOVA氏、WILLER氏、他1名 

JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員、藤田企画調査員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 對馬：JICAはドミニカ共和国において長期にわたり廃棄物分野の支援を継続してきており、今次プロジ

ェクトでの協働の可能性も探っていきたいと考えている。 

 USAID（KONDE氏）：ドミニカ共和国に対するUSAIDの重点支援分野は、教育を含む市民の安全、脆弱

なコミュニティへの対応及び保健衛生。廃棄物関連事業ではCAFTAというスキームが最近終了した。こ

のプロジェクトでは環境保全を遵守しない者に対して自治体が罰金を課すことを支援した。環境分野で

はMARENAをC/Pとして事業を行っている。 

 USAID（KONDE氏）：処分場関連ではSan Cristbal市を対象として処分場改善・閉鎖に係る計画書策定

を支援した。ただし、プロジェクトは時間的制約より計画策定支援に留まっており、実際に改善・閉鎖

するための予算はない。San Cristbal市を選定した理由の1つはステークホルダー間の対立が存在しなか

ったため。 

 USAID（KONDE氏）：USAID本部主導で海洋プラスチック対策活動をSamana地区で2019年9月より開

始予定。同活動ではジェンダーもテーマに含まれている。また、財政面における持続性確保のためコミ

ュニティ企業を通じた活動をする予定。 

 USAID（NIKOLAVA氏）漂流海草問題としてPUNTA CAÑAを事業対象地候補として計画中。観光地であ

ることから海草によるネガティブインパクトが強いことが候補地として挙げられている要因。 
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10．Azua 市最終処分場 
日時 2019年9月20日（金）10時00分～11時00分 
場所 AZUA市最終処分場 
出席者 AZUA市：Aguilar氏、他1名、MEPYD：Pichardo氏、MARENA：Maribel氏 

JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：對馬、望月、島崎通訳 

 AZUA市：1日の廃棄物搬入量は約200トン。6自治体でスタートしたが、現在は12自治体からの廃棄物を

受け入れている。自治体によって異なるが月額20,000RS$（約400US$）もしくは10,000RS$（約200US$）。

DLプログラムからの支援を得ている。 

 AUZA市：最終処分場全体の寿命は30年と計算している。閉鎖は全区域を一括で実施するのではなく、

FOSAと称される穴ごとに行う。AZUAの場合は5年ごとに1つの穴を閉鎖していく。年間処分量は72,000

トン（200トン／日×30日×12か月×＝72,000トン／年）となる。１つの穴の使用期間は5年であるため、

処分場全体の可処分容量は36万トンとなる。（72,000トン×5年＝360,000トン） 

 

11．Dajabon 市及び周辺自治体／広域最終処分場候補地 
日時 2019年9月23日（月）8時40分～11時00分 
場所 DAJABON最終処分場予定地 
出席者 Dajabon最終処分場：Cruz氏(DAJABON市市長)、PINO市市長、LOMA DE CABRELA

市市長、他1名 
MEPyD：PICHARDO氏、MARENA：MARIBEL氏、FERNANDEZ氏 
JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：近藤、對馬、望月、島崎通訳 

 ダハボン市長：現在、200世帯を対象に分別の実験を開始している。全世帯は300であるが、トラックの

配車などの制限要因より200世帯に制限している。ダハボン市からの廃棄物受入量は20トン／日と算出

している。また、新規最終処分場の寿命は20年を予定している。処理場建設に際して、最初に300万RS$の

自己資金で用地取得、整地、塀、事務所建設を行った。次にEUのファンドであるパスカル資金から得た

292万RS$によりコンポスト製造棟、柵などを設計した。さらに市の自己資金で埋立用の穴を掘った。な

お、基本設計はダハボン市在住の建築技師に依頼、詳細設計はパスカル基金に所属するコンサルタント

が実施した。 

 ダハボン市長：重機の調達はDLプログラムに支援を要請中であり、要請書の内容を修正して近日中に提

出予定。ブルドーザー、ショベルカー、転圧機、ダンプカー（2台）の合計7台を調達予定。収集に参加

する5市のうちRestauracion市は起伏が激しく対応不可のため4市でスタートする。現在のオープンダン

ピングサイトを閉鎖し、ここに集中させる予定である。標高の高い地区にあるオープンダンピングサイ

トからの浸出水の問題で影響を受ける地区があり、早急な最終処分場への移行が求められる。国道から

処分場までのアクセス道路の整備、運転資金の確保手段が今後の課題。 
 
 

12．Santiago市Rafey処分場（運営委託業者・Clipen Global社） 
日時 2019年9月23日（月）15時40分～17時00分 
場所 Cilpen Global社事務所 
出席者 Cilpen Global社：ORTIZ氏、LAURA氏 

MEPyD：PICHARDO氏、MARENA：MARIBEL氏、FERNANDEZ氏 
JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：近藤、對馬、望月、島崎通訳 

 CG社(ORTIZ氏)：SANTIAGO市からの業務委託により2年前よりサンチアゴ市および周辺10市を含めた
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合計11市の廃棄物を一括して回収、分別、リサイクルしている。Rafey処分場では約800トン／日を受け

入れ。分類はプラスチック、金属、段ボールなどをはじめ多岐に及ぶ。従業員は142名、このうち約100

名が分別等を行う労働者であり（元ウェイストピッカーを雇用）、2交代制での勤務。プラスチック由来

の固形燃料（FPR）を製造し、セメント会社（Cemex社）に売却している。医療廃棄物も受け入れ、中

国製の機材で熱処理している。 

 CG社(ORTIZ氏)：当地への輸送費は自治体が負担している。同工場内には自治体職員のデスクが常駐し

ており、業務内容に関して常に自治体によるモニタリングが行われている。 

 CG社(LAURA氏)：多岐、複数アイテムの分別を行い、自治体から処分場運営管理を受託している民間企

業は同社がドミニカ共和国で唯一である。 

 

13．サントドミンゴ市ドゥケサ処分場 
日時 2019年9月24日（火）15時00分～16時00分 
場所 ドゥケサ処分場 
出席者 サイト管理担当者 

詳細計画策定調査団：近藤、對馬 
 （以下、サイト管理者談）1日あたり250～300台のトラックで3,000～4,000トンが搬入される。紙、ビ

ン、ペットボトル、金属、プラスチック袋、廃タイヤなどはウェイストピッカーにより回収され、回収

業者に持ち込まれる。朝6時から夜12時まで搬入されている。場内2か所のサイトを使用しており、雨天

時は視察している場所とは別のもう一つの場所（斜度が低い位置にある）を使用するようにしている。 

 将来的にはウェイストピッカーへのID発給などにより出入り管理できるとよいと考えている。 

 火災を常に警戒しており、報告があり次第消火している。 

 

14．アズア市長（FEDOMU 会長） 
日時 2019年9月25日（水）07時50分～08時30分 
場所 FEDOMU会議室 
出席者 FEDOMU：HIDALGO氏(Azua市長)、SANTOS氏、INFHURA氏 

MARENA：MARIBEL氏 
JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：近藤、對馬、望月、島崎通訳 

 FEDOMU（AZUA市長）：JICA支援には非常に感謝している。今後も支援をお願いしたい。FEDOMUは

158市から形成され10地域に事務所を置いている。オープンダンピングから最終処分場への転換を推進

中であるが、依然として改善すべき課題は多い。特に市民の理解が極めて重要であると考えており、一

層の市民教育、啓発を継続していく必要がある。DLプログラム、LMDからの支援には感謝している、自

治体連合に関しては、各々のコミットメントを強くしていく必要がある。資金面での持続性が課題とな

っており、強化の必要性を感じている。市民からのごみ回収料金の徴収率は非常に低い。これまでに9個

所のオープンダンピングを閉鎖した。（アズア広域処理では）ごみ収集効率性の観点より、中継所を2か

所建設したいと考えている。 

 近藤：オープンダンピングサイト閉鎖は最終処分場への第一歩。広域化すると距離が遠くなるので、中

継地の建設を検討するのは正しいアプローチである。住民の視点からは町からごみがなくなるのは見え

る事象であるが、最終処分場は見えない事象であり理解が困難である。よって、市長以下、自治体上層

部と政治家が正しく理解するのが重要。市民教育も重要であるが、自治体の首長のリーダーシップも非

常に重要である。フェーズ２で最終処分場のリハビリ、閉鎖に関する汎用マニュアルの作成を検討して
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いるので利用してもらえると思う。 

 FEDOMU（AZUA市長）：（LMDとFEDOMUのデマケについて）LMDは国の機関であり、FEDOMUは市

役所の集まりである。LMDはFEDOMUの最大のサポート機関であり、LMDとは良好な関係にある。

（SANTOS氏）：FEDOMUは各自治体の運営、計画策定、財務構造に関する指導、予算執行計画策定を

実施している。 
 
15．MARENA大臣（M/M署名） 

日時 2019年9月27日（金）09時00分～10時00分 
場所 MM署名式 MARENA大臣応接室 
出席者 MARENA 、 ESTÉVEZ 大臣、 GONZÁREZ 副大臣、 CHANG 氏、 CHALAS 氏、

HERNANDEZ氏、PAYANO氏、FERNANDEZ氏、他 
MEPyD、CRUZ局長、TORRES課長 
JICAドミニカ共和国事務所：近藤所長、PEÑA所員、藤田企画調査員 
詳細計画策定調査団：近藤、對馬、望月、島崎通訳 

 ESTÉVEZ大臣：（調査団近藤からのJICA事業、および廃棄物関連事業の紹介と説明を受け）プレゼンテ

ーションは素晴らしく感銘を受けた。プレゼンで紹介されたドミニカに比較的状況が似ている国の経験

を積極的に参考として活用していきたい。かつてサンドドミンゴでは少し地方に行くとヤシ畑で目に付

いたが、近年は投棄ごみが目立つようになってきている。これは教育を徹底することで対応できると信

じている。JICAとは今後も是非協働していきたい。MARENAとしてはこの計画を着実に実施していきた

いと考えている。また、これはMARENAに留まらず大統領も取り組み課題であると確信している。JICA

の協力を仰ぎながら、15年後には国として確実な変化が見せることが出来るよう尽力していく。LMD、

FEDOMU、DLプログラムなど全ての関連機関が協働することで本プロジェクトを確実に推進してきた

い。 
 
16．SOSTENIBILIDAD 3R(NGO)との面談 

日時 2019年9月27日（金）12時00分～13時00分 
場所 JICAドミニカ共和国事務所会議室 
出席者 SOSTENIBILIDAD 3R(NGO): HEINSEN氏 

JICAドミニカ共和国事務所：PEÑA氏 
詳細計画策定調査団：近藤、對馬、望月、島崎通訳 

 PEÑA所員：HEINSEN氏は2015年にJICA沖縄での研修に参加するなど、これまで何度も連携している。 

 HEINSEN氏：JICAのこれまでのサポートに感謝する。NGOとしてこれまで環境保全啓発活動を学校、

市民に対して実践してきている。MARENAとも連携し45,000人が参加する海岸清掃活動を実施した経験

も有している。これまで議論は継続されてきたが、成立に至っていない廃棄物に関する一般法が2019年

10月に成立するという情報を国会議員経由で入手しており、廃棄物管理も含めた環境保全全般に対する

動きが活発することを期待している。そうなれば民間セクターをプロジェクト活動に積極的に取り込ん

でいくことを強くすすめたい。 

 近藤：FOCIMIRS２に関して先ほどMARENAとMM調印した。プロジェクトの実施に際して連携できる

分野では積極的に多くの機関と関連していきたいと考えている。FOCIMIRSフェーズ2では最終処分場に

フォーカスするが、究極的には循環経済の構築を進めるのが肝要。 

 HEINSEN氏：ビール会社では90%のビール瓶回収に成功しており、プラスチックに関しても相応の回収

が可能と考えている。SOSTENIBILIDAD 3R は機会があればFOCIMIRS２と共同でセミナーを開催した

いと考えている。 
 
17．経済計画開発省大臣との面談 
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日時 2019年9月27日（金）16時25分～17時00分 
場所 経済計画開発省（MEPyD）大臣執務室 
出席者 MEPyD：JIMÉNEZ大臣 

JICAドミニカ共和国事務所：近藤所長、PEÑA所員 
詳細計画策定調査団：近藤、對馬、望月、島崎通訳 

 JIMÉNEZ大臣：廃棄物はこの国重要課題の1つである。経済成長に伴い年間700万人の外国人観光客があ

る。これに伴いごみも増加しているが、効果的な対応が出来ていない。MEPyDは国土整備、資源利用を

司っており、廃棄物問題は省としての重要課題でもある。また当該分野ではMARENAとも連携している。 

 近藤：廃棄物への対応はSDGの達成にも重要である。日本もかつて廃棄物に対して問題を抱えており、

約50年前にはオープンダンピングによる処理が大きな問題となっていたが、これに40年から50年をかけ

て改善に取り組んだ結果として現在の状況がある。日本とドミニカ共和国が異なるのは、経済成長が加

速するなかで問題が一度に噴出しており、日本が長年をかけて達成したようなことを同時的に対応しな

ければならない点である。日本が行ってきたことを、ドミニカ共和国はより速いペースで対応しなけれ

ばならない。循環経済を促進すべく減量化も推し進めることは、最終処分場への搬入量の削減にもつな

がる。社会の意識変革を推進すべく、貴大臣からのリーダーシップを期待する。 

 近藤所長：ごみ問題はグローバルイシューであり、これまでのJICA事業を通じてドミニカ共和国はカリ

ブ地域のリーダーとなることを信じている。是非リーダーシップをもって対応いただきたい。 
 

以 上 
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別添資料 4：PDM 

プロジェクト・デザイン・マトリックス (PDM)                                                                            2019 年 9 月 27 日(version 0.0)   Annex 2 

プロジェクト名: 全国統合廃棄物管理制度・能力強化プロジェクトフェーズ 2 

プロジェクト期間: 36 か月 （2020 年 4 月‐2023 年 3 月）  実施機関: 環境天然資源省 (MARENA) 

対象地域: ドミニカ共和国 

上位目標 指標 入手手段 外部条件 

環境天然資源省（MARENA）と主要連携機関の調整・指導・支

援を通じて、最終処分場の管理が改善し、持続的に運営され

る。 

 

1. 最終処分場の建設或いはリハビリの計画の数が XX から YY

に増加する。 

2. 既存処分場閉鎖計画の数が XX から YY に増加する。 

3. 適切に廃棄物が処分される処分場の数が増加する。 

 

1. MARENA の年間報告書  

プロジェクト目標 指標 入手手段 外部条件 

最終処分場の設計、建設、運営、リハビリ、閉鎖について、

MARENA と主要連携機関が自治体及び自治体連合を調整・

指導・支援する能力が強化される。 

1. MARENA や主要連携機関から技術的に援助を受ける既存最終

処分場の数が XX。 

2. 最終処分場建設のために MARENA や主要連携機関から技術

的に援助を受けた最終処分場の数が XX。 

3. 最終処分場閉鎖のために MARENA や主要連携機関から技術

的に援助を受けた最終数が XX。 

1. プロジェクトレポート  

2. MARENA の年間報告

書 

1. 廃棄物管理に関する

政策、法制度及び規

制が大幅に変更され

ない。 

 

成果 指標 入手手段 外部条件 

1. MARENA と主要連携機関が、新規並びに既存処分場

の整備計画を把握し、最終処分場に関する国家管理

計画を策定する能力が向上する。 

1. ドミニカ共和国の最終処分場の現状がレビューされる。 

2. 新規最終処分場の開発計画が作成される。 

3. 既存最終処分場の閉鎖計画が作成される。 

1. プロジェクトレポート  

2. FDS の建設および閉鎖

計画 

1. MARENA、主要連

携機関、自治体及

び自治体連合の最

終処分場管理に関

する役割と責任が

大幅に変更されな

い。 

 

2. MARENA と主要連携機関が、新規並びに既存処分場

の整備計画を把握し、最終処分場に関する国家管理

計画を策定する能力が向上する。 

1. 新規最終処分場に必要な技術面、組織面を含む基本ガイド

ラインを示したマニュアルが作成される 

2. XX 自治体が最終処分場の設計・建設ワークショップに参加

する。 

1. プロジェクトが作成した

マニュアル 

2. ワークショップレポート 

3, プロジェクトレポート 

  

3. 新規処分場設置や既存処分場閉鎖に係る環境社会配

慮について、環境省と主要連携機関が自治体及び自

治体連合を調整・指導・支援する能力が向上する。 

1. 環境アセスメント、社会合意形成に関する項目を含む最終

処分場の建設・閉鎖マニュアルが作成される。 

2. 環境アセスメント、社会合意形成に関する項目も含む最終

処分場の建設・閉鎖セミナーが XX 回開催される。 

1 プロジェクトが作成したマ

ニュアル 

2 セミナー報告書 

 

  

  

  

  



4. 最終処分場の運営管理について、環境省と主要連携

機関が自治体及び自治体連合を調整・指導・支援す

る能力が向上する。 

1. 最終処分場の運営管理マニュアルが作成される。 

2. 最終処分場の閉鎖プロセスに係るマニュアルが作成され

る。 

3. 既存最終処分場のリハビリに係るマニュアルが作成され

る。 

4. 最終処分場の運営管理、閉鎖、リハビリにかかるセミナー

が XX 回開催される。 

1 プロジェクトが作成したマ

ニュアル 

2 セミナー報告書 

  

5. 自治体及び自治体連合の廃棄物管理のための資金獲

得メカニズムや要件が確立する。 

1. FDS.財政面での持続的な FDS 運営のために、XX とおりの

予算調達メカニズムが確立される。 

1. プロジェクト報告書 

6. パイロットエリアにおいて自治体及び自治体連合に

対し、最終処分場の計画や管理に必要な調整・指

導・支援が環境省と主要連携機関により実践され

る。 

1. 新規 FDS 計画プロセス実践のため、XX か所のパイロットエ

リアが選定される。 

2. 既存 FDS 閉鎖プロセス実践のため、XX か所のパイロットエ

リアが選定される。 

3. 既存 FDS 運営強化プロセス実践のため、XX か所のパイロッ

トエリアが選定される。 

1. プロジェクト報告書 

活動 投入   

1.1 MARENA により主要関連機関を含む最終処分計画技術

チームが形成される。 

1.2 既存 FDS の現状分析、不適切な FDS の閉鎖計画及び

新規 FDS の開発計画の策定がなされる。 

1.3 自治体および自治体連合に運営されている FDS の現状

と課題をレビューする。 

1.4 20XX 年までに必要となる新規 FDS の建設と既存 FDS

の閉鎖にかかる国家計画を地域別に提案する。 

(日本側) 

(1) 専門家派遣 (短期専門家) 

1) 総括 / 廃棄物管理 

2) 副総括 / 制度組織運営 

3) 最終処分場設計・建設  

4) 最終処分場運営・リハビリ・閉鎖 

5) 財務分析・財務計画 

6) 環境社会配慮 

7) 業務調整 

(2) カウンターパート研修 

(3) 専門家が計画する現地活動に必要な経費 

 

(ドミニカ共和国側) 

(1) カウンターパートの配置（分野：土木、建築、測量技師、経済、社会、環境 

(2) その他プロジェクト活動に必要な投入 

  

2.1 主要連携機関との調整により新規 FDS の建設に必要な

技術面、組織面を強化する。 

2.2 新規 FDS の計画プロセス策定にガイドラインを示した

マニュアルを作成する。 

2.3 新規 FDS の計画プロセス及び必要な措置に関してセミ

ナー／ワークショップを自治体及び自治体連合に対し

て実施する。 



3.1 FDS の閉鎖、リハビリに係る環境評価および社会合意

形成のプロセスに必要なマニュアルを作成する。 

3.2 新規 FDS の計画に係る環境評価および社会合意形成を

効果的に普及させるためのセミナー／ワークショップ

を自治体及び自治体連合に対して実施する。 

1) 日本人専門家執務室及び会議確保、 

2) セミナー及びワークショップ実施場所の確保 

3) プロジェクト実施に必要な運営費（光熱水道費、インターネット環境、セミナー開催費

他） 

4) 中央政府職員の給与日当、 

5) 移動手段の確保（車両） 4.1 FDS の運営管理マニュアルを作成する。 

4.2 既存 FDS の閉鎖、リハビリ、運営に関するガイドライ

ンとマニュアルを作成する。 

4.3 既存 FDS の安全な閉鎖方法と手順、運営管理、リハビ

リに関するセミナー／ワークショップを自治体及び自

治体連合に対して実施する。 

5.1 廃棄物管理及に利用可能な政府および外国金融機関の補

助金、資金の融資条件を確認する。 

5.2 中央政府から自治体及び自治体連合に対して財政支援の

条件および枠組みを提案する。 

5.3 民間部門及び外国援助機関からの財政投資メカニズムを

提案し、MARENA と主要連携機関にアドバイスする。 

6.1 MARENAが自治体と自治体連合体に既存FDSの運営改

善と新規 FDS の建設に係る計画を提案する。 

6.2 主要連携機関と協働で新規 FDS 設立のためパイロット

エリアを選定する。 

6.3 パイロットプロジェクト実施に向けた組織間調整委員

会を設立する。 

6.4 新規 FDS 設立プラン準備のため活動 6.2 で選択した自

治体または自治体連合体を調整、指導、支援を行う。 

6.5 主要連携機関と共同で既存 FDS の運営管理能力強化の

ためパイロットエリアを選定する。 

6.6 活動 6.4で選定した自治体および／または自治体連合体

の FDS 運営管理を支援する。 

前提条件 

1. MARENA がプロジ

ェクト実施に必要

な予算と人員を確

保する。 

 

 

 



1 

別添資料5：収集資料リスト 
 
 

番号 資料タイトル 入手先 

01 126-09 que aprueba el Reglamento sobre los Desechos y Residuos en centros 

de salud 

MARENA 

02 Compendio-de-Reglamentos y procedimientos para autorizaciones ambientales 

de RD 

MARENA 

03 Informe final consultoria para el  establecimiento de linea de base en el 

contexto del vertedero Duquesa 

MARENA 

04 Listado de Gestores autorizados MARENA 

05 Norma para la gestion ambiental de desechos infecciosos MARENA 

06 Norma-Residuos-Solidos-no-Peligrosos MARENA 

07 Organigrama MARENA MARENA 

08 Organigrama_Estructural_res_20_2017 MARENA 

09 Política Residuos Sólidos version final revisada Feb 2014 MARENA 

10 Reglamento-para-la-Gestion-de-Sustancias-y-Desechos-Quimicos-Peligrosos-

en-RD 

MARENA 

11 Resolucion-19-2014-que-aprueba-la-politica-nacional-para-gestion-integral-de-

los-recursos-solidos-municipales 

MARENA 

12 Resumen marco legal residuos para doña Zoila MARENA 
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DADA en la Sala de Sesiones de la Cámara de Diputados, Palacio del Congreso Nacional, 
en Santo Domingo de Guzmán, Distrito Nacional, capital de la República Dominicana, a 
los veintisiete (27) días del mes de enero del año dos mil nueve (2009); años 165 de la 
Independencia y 146 de la Restauración. 

Julio César Valentín Jimínián 
Presidente 

Alfonso Crisóstomo Vásquez 
Secretario 

Juana Mercedes Vicente Moronta 
Secretaria 

LEONELFERNÁNDEZ 
Presidente de la República Domínicana 

En ejercicio de las atribuciones que me confiere el Artículo 55 de la Constitución de la 
República. 

PROMULGO la presente Resolución y mando que sea publicada en la Gaceta Oficial, para 
su conocimiento y cumplimiento. 

DADA en Santo Domingo de Guzmán, Distrito Nacional, capital de la República 
Dominicana, a los dieciocho (18) días del mes de febrero del año dos mil nueve (2009); 
años 165 de la Independencia y 146 de la Restauración. 

LEONELFERNÁNDEZ 

Dec. No. 126-09 que aprueba el Reglamento sobre los Desechos y Residuos Generados 
por los Centros de Salud y Armes. 

NUMERO: 126-09 

LEONELFERNANDEZ 
Presidente de la República Domínicana 

CONSIDERANDO: Que de conformidad a la Constitución de la República es deber del 
Estado estimular el desarrollo progresivo de la salud pública, de manera tal que toda 
persona llegue a disponer de la adecuada protección contra las enfermedades, debiendo 
velar por el mejoramiento continuo de los servicios sanitarios y condiciones higiénicas. 

別添資料5_01
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CONSIDERANDO: Que la Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social 
ejercerá su función rectora del Sistema Nacional de Salud, por medio de una gestión 
compartida con los espacios de concertación y participación social de las expresiones 
descentralizadas de la Administración del Estado; así como con las organizaciones 
nacionales y locales de la sociedad civil con misiones en el área de la salud, en el caso de 
los planes, programas y acciones de la salud pública. 

CONSIDERANDO: Que la salud constituye un bien que sólo se podrá obtener mediante la 
estructuración de políticas coherentes de Estado en esta materia, que garanticen la 
participación integrada, informada y responsable de los miembros de la sociedad y sus 
instituciones, en acciones que promuevan y garanticen, en forma equitativa y justa, 
condiciones de vida apropiadas para todos los grupos de la población; 

CONSIDERANDO: Que la República Dominicana se encuentra en un proceso de reforma 
y modernización del sector salud, en el marco de la Ley General de Salud No.42-01, la cual 
establece el Sistema Dominicano de Seguridad Social No.87-01, privilegiando ambas leyes 
las acciones de salud y la transformación de sus servicios para mejorar la situación sanitaria 
nacional, con equidad, calidad y eficiencia; 

CONSIDERANDO: Que la Ley General de Salud, No.42-01, y la que crea el Sistema 
Dominicano de Seguridad Social, No.87-01, reconocen la función rectora de la Secretaría 
de Estado de Salud Pública y Asistencia Social, como máxima autoridad sanitaria del 
Sistema Nacional de Salud para definir, dirigir, regular, controlar y evaluar el sistema de 
salud; requiriéndose la definición de procesos, fortalecimiento institucional, apoyo 
estructural, reglamentación, instrumentos y guías para su desarrollo; 

CONSIDERANDO: Que las instituciones responsables de la disposición de los residuos y 
los desechos hospitalarios requieren de una vigilancia sanitaria para combatir los riesgos 
que afecten a la salud pública; 

CONSIDERANDO: Que la Ley General de Salud No.42-01, da mandato a la Secretaría de 
Estado de Salud Pública y Asistencia Social, en coordinación con las instituciones 
competentes, para establecer las normas oficiales que regulen el manejo, la recolección, el 
transporte y la disposición final de los residuos sólidos y desechos hospitalarios en el 
territorio nacional; 

CONSIDERANDO: Que es función del Consejo Nacional de Salud (CNS), creado 
mediante el Artículo No.17, de la Ley General de Salud, como entidad asesora del Sistema 
Nacional de Salud, sancionar, consensuar y afinar las propuestas de los reglamentos 
complementarios de dicha Ley, antes de ser remitidos al Poder Ejecutivo para fines de su 
promulgación. 

CONSIDERANDO: Que para alcanzar una gestión sanitaria íntegra se deben elaborar 
normas y reglamentaciones que complementen la Ley General de Salud No. 42-01, que 
permitan la prevención de situaciones de riesgo a la salud y exigencias de la sociedad, en 
procura de lograr el ejercicio del derecho a tener una salud plena; 
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VISTA: La Ley General de Salud No.42-0l, del 8 de marzo de 2001; 

VISTA: La Ley de Medio Ambiente y Recursos Naturales, No.64-00, del 18 de agosto de 
2000; 

VISTA: La Ley que crea el Sistema Dominicano de Seguridad Social No. 87-01, del 9 de 
mayo de 2001 Y normativas vigentes. 

VISTO: El Decreto No.434-07, del 18 de agosto de 2007, que establece el Reglamento 
General de los Centros Especializados de Atención en Salud de las Redes Públicas; 

VISTA: La Ley No. 120, del 30 de diciembre del 1999, sobre desechos sólidos municipales; 

VISTA: La Ley No.2l8, del 28 de mayo de 1984, sobre la prohibición de entrada al país de 
excrementos humanos o animales, basura domiciliaria o municipales y sus derivados, 
cienos o lodos, cloacales, tratados o no, desechos tóxicos provenientes de procesos 
industriales; 

VISTA: La Ley No. 176-07, sobre la Gestión Municipal en la República Dominicana; 

VISTOS: Los Códigos Civil y Penal de la República Dominicana, en sus Artículos 471, 
479 y2l23; 

VISTO: El Decreto No.732-04, del 3 de agosto de 2004, que regula el Reglamento de 
Recursos Humanos del Sistema Nacional de Salud; 

VISTO: El Decreto No. 1137-03, del 23 de diciembre de 2003, que establece el 
Reglamento de la Provisión de las Redes de los Servicios Públicos de Salud; 

En ejercicio de las atribuciones que me confiere el Artículo No.55, de la Constitución de la 
República, dicto el siguiente: 

"REGLAMENTO SOBRE LOS DESECHOS Y RESIDUOS GENERADOS POR 
LOS CENTROS DE SALUD Y AFINES" 

CAPÍTULO I 
DISPOSICIONES GENERALES 

OBJETO Y AMBITO DE APLICACIÓN 

Artículo 1. El presente Reglamento tiene por objeto regular todas las actividades en el 
manejo de los desechos y residuos de servicios de salud y afines, desde su generación hasta 
su destino final, incluyendo las acciones de segregación, envasado o embalaje, movimiento 
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interno en el establecimiento, almacenamiento transitorio, recolección, traslado externo, 
tratamiento y disposición final, de forma que garantice la protección de la salud, el medio 
ambiente y los recursos naturales. 

Artículo 2. Este Reglamento se aplicará a todas las instalaciones en el ámbito nacional, 
tanto públicas como privadas, relacionadas con la prestación de servicios de salud y afines 
que generen desechos infecciosos, radioactivos y biológicos. Esto incluye, pero no se limita 
a los siguientes: clínicas y hospitales, consultorios médicos y odontológicos, farmacias, 
laboratorios clínicos, laboratorios de producción de agentes biológicos, de enseñanza y de 
investigación, tanto en establecimientos farmacéuticos de producción, como en los 
farmacoquímicos, humanos y veterinarios; asimismo, todo establecimiento en que se 
realicen procedimientos invasivos, centros de promoción de salud, prevención de 
enfermedades, diagnóstico, tratamiento y rehabilitación; al igual que centros de docencia e 
investigación con organismos vivos o con cadáveres; bioterios y laboratorios de 
biotecnología, centros de pigmentación y tatuajes, clínicas de estética, morgues y 
funerarias, así como también cualquier otra entidad o persona que genere este tipo de 
desechos. 

PÁRRAFO: El presente Reglamento es de cumplimiento obligatorio para quienes 
producen, recogen, administran, almacenan, recolectan, transportan o tratan desechos 
generados por los servicios de salud y afines en todo el territorio nacional. 

Artículo 3. Este Reglamento pauta el concepto de los residuos y/o desechos y sus 
peligrosidades para la salud pública, según sus características físicas, químicas, biológicas, 
toxicológicas, radiológicas, considerando los aspectos de manejo, recolección, transporte, 
aprovechamiento, tratamiento y disposición final. Define, además, su campo de aplicación, 
entidades responsables de su ejecución, vigilancia, control, prevención y participación de 
los ciudadanos en la gestión sanitaria de los desechos, así como de las enfermedades 
relacionadas con los mismos. 

DE LOS RIESGOS SANITARIOS EN LOS ESTABLECIMIENTOS DE ATENCION 
EN CENTROS DE SALUD 

Artículo 4. Todos los centros de salud estarán obligados a tomar las acciones sanitarias de 
prevención que exigirá la Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social, en 
cuanto a: 

a) Lesiones infecciosas provocadas por objetos punzo-cortantes al personal hospitalario 
de limpieza y al personal que maneja los residuos sólidos y los desechos 
hospitalarios. 

b) Riesgos de infección fuera de los hospitales en el personal que maneja los residuos 
sólidos y desechos hospitalarios, los que recuperan materiales de la basura y el 
público en general. 
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c) Enfennedades nosocomiales de los pacientes debido al manejO deficiente de 
desechos, entre otras causas. 

CLASIFICACIÓN DE LOS CENTROS DE SALUD POR SU CAPACIDAD DE 
GENERACIÓN DE DESECHOS O RESIDUOS 

Artículo 5. La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social, para fines de este 
Reglamento, establece tres tipos de establecimientos generadores de residuos sólidos y 
desechos hospitalarios peligrosos biológico-infecciosos. 

Tipo 1: Clínicas de consulta externa y veterinarias menores; laboratorios clínicos que 
realicen de 1 a 20 análisis al día. Centros odontológicos que reciban de 1 a 20 pacientes por 
día. 

Tipo 11: Centros de Salud que tengan de 1 a 50 camas; laboratorios clínicos que realicen 
de 21 a 100 análisis al día; centros odontológicos que reciban de 21 a 100 pacientes por 
día; centros veterinarios que manejen de 1 a 20 animales por día. 

Tipo 111: Centros de salud con más de 50 camas y otros de similar característica; 
laboratorios clínicos que realicen más de 100 análisis al día; laboratorios para la 
producción de biológicos; centros de enseñanzas e investigación; centros antirrábicos; 
centros veterinarios que atiendan a más de 50 usuarios; bancos de sangre. 

PÁRRAFO. Para disminuir el riesgo sanitario de los residuos sólidos y los desechos 
hospitalarios, biológicos infecciosos, procedentes del material de curación, de los 
materiales punzo-cortantes y de los residuos patológicos, cada centro de salud o de 
investigación manejará estos residuos sólidos y desechos hospitalarios, separados de los 
residuos comunes y de los residuos especiales (radioactivos, fannacéuticos y químicos). 

Artículo 6: Las instituciones involucradas en el manejo, vigilancia y control de los residuos 
sólidos y desechos hospitalarios para los fines de este Reglamento son: la Secretaría de 
Estado de Salud Pública y Asistencia Social, la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y 
Recursos Naturales, la Liga Municipal Dominicana, los municipios, la Secretaría de Estado 
de Obras Públicas y Comunicaciones, las Direcciones Regionales y Provinciales de Salud, 
finnas consultoras especialistas, organizaciones sin fines de lucro relacionadas con la 
gestión de los residuos sólidos y desechos hospitalarios, tales como: la Asociación 
Dominicana de Ingeniería Sanitaria; Colegio Dominicano de Ingenieros, Arquitectos y 
Agrimensores; universidades, centros de investigación y capacitación de los recursos 
humanos; organismos internacionales, que fungirán como miembros no deliberativos, y 
cualquier otro, que se considere de lugar con sus dependencias y expresiones territoriales. 

REGULACION DE LOS ROLES SANITARIOS 

Artículo 7. Corresponde a la Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social 
establecer los roles, en lo atinente a la prevención, vigilancia, control y supervisión 
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sanitaria para proteger la salud pública y del individuo, en coordinación con las 
instituciones que corresponda. 

a) Con la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales y los municipios, 
vigilar la calidad sanitaria del sistema de manejo, recolección, transporte, tratamiento y 
disposición final de los residuos y de los desechos generados por los servicios de salud 
y afines. 

b) Asesorar y evaluar los programas sanitarios especiales para las zonas de emergencia 
sanitaria. 

c) Formular y emitir los criterios de riesgos para la salud, en materia de prevención y 
control de la contaminación por residuos y desechos generados por los servicios de 
salud y afines, que se deberán observar en la aplicación de los instrumentos de las 
políticas de salud. 

d) Definir acciones de prevención y control sanitario de la gestión de los residuos sólidos y 
desechos hospitalarios, en cualquier fase o componente del ciclo de los residuos que 
puedan afectar la salud pública. 

e) Promover, ante las autoridades del servicio, el tratamiento de los residuos sólidos y 
desechos hospitalarios peligrosos e infecciosos, previo a su disposición final. 

f) Otorgar certificado de registro o constancia a los responsables de descargas 
contaminantes, autorizados por la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos 
Naturales, comprometiendo el cumplimiento de las normas sanitarias. 

g) Incorporar al sistema de información de salud, los resultados de la gestión sanitaria de 
los residuos sólidos y desechos hospitalarios en la República Dominicana, para lo cual 
se elaborarán los formularios correspondientes. 

h) Vigilar las actividades que impliquen riesgo a la salud pública por mal manejo de los 
residuos sólidos y desechos hospitalarios, así como ordenar inspecciones e Imponer 
sanciones por las infracciones al presente Reglamento. 

i) Dictar y aplicar, en la esfera de su competencia, las medidas que procedan para prevenir 
y atender las emergencias y las contingencias por manejo riesgoso de los residuos 
sólidos y desechos hospitalarios que puedan afectar la salud pública. 

j) Celebrar acuerdos y convenios con los municipios y con los organismos 
descentralizados del sector, y de concertación con los sectores sociales y privados, en 
materia de prevención de daños a la salud por mal manejo de los residuos sólidos y 
desechos hospitalarios. 
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k) Promover, junto a los ayuntamientos y a la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y 
Recursos Naturales, el establecimiento de estímulo, así como apoyar con asesoría 
técnica a los responsables de producción de residuos sólidos y desechos hospitalarios, 
para que adopten medidas que reduzcan la generación. 

1) La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social (SESP AS) deberá 
mantener un listado actualizado, a disposición del público, de las empresas autorizadas 
para hacer la recolección. 

CLASIFICACION y SEGREGACION DE LOS RESIDUOS SÓLIDOS Y 
DESECHOS HOSPITALARIOS 

Artículo 8. Los establecimientos de salud deberán separar sus residuos y/o desechos al 
momento de su generación, conforme a lo establecido en el presente Reglamento: 

a) Residuos Infecciosos: Cultivos y muestras, anatómicos infecciosos, sangre y productos 
derivados, corto-punzantes, animales, biosanitarios. 

b) Residuos Especiales: Químicos, farmacéuticos, medicación oncológica, metales 
pesados, contenedores presurizados. 

c) Residuos Comunes: Reciclables, biodegradables no infecciosos. 

d) Residuos Radioactivos: Residuos de Rayos X y tratamiento y diagnóstico radiológico. 

DEL MANEJO INTRAHOSPITALARIO 

Artículo 9: Todos los desechos hospitalarios serán depositados en recipientes (rígidos, 
bolsas o fundas, que serán identificados según sus características: 

a) Para los residuos y/o desechos infecciosos, tales como: los de la actividad de curas, 
material quirúrgico desechable, de quirófanos y laboratorios, entre otros, se utilizará 
bolsas o fundas de color rojo y para objetos corto-punzantes recipientes de material 
rígido. 

b) Para los residuos y/o desechos comunes, tales como: trabajo de oficina, de COCIlla, 

entre otros, se utilizarán bolsas o fundas de color negro. 

c) Radioactivos serán dispuestos de acuerdo a lo establecido a la norma para la gestión 
ambiental de desechos radioactivos. 

d) Para lo residuos y/o desechos especiales, tales como: qUlmlcos, farmacéuticos, 
medicación oncológica, metales pesados, de acuerdo a la norma vigente. 

e) Para los residuos y/o desechos radioactivos serán dispuestos de acuerdo a lo establecido 
a la norma para la gestión ambiental de desechos radioactivos. 
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Artículo 10. La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social, en coordinación 
con las demás instituciones afines, exigirá, en todos los centros de salud y afines, la 
separación y envasado de los residuos y/o desechos sólidos biológicos infecciosos, 
siguiendo las indicaciones siguientes: 

a) Los residuos sólidos y desechos hospitalarios como sangre, cultivos y cepas 
almacenadas de agentes infecciosos se envasarán en bolsas plásticas de color rojo. 

b) Los residuos sólidos y desechos hospitalarios no anatómicos, derivados de la atención a 
pacientes y laboratorios en estado líquido, se envasarán en recipientes herméticos color 
rOJo. 

c) Los residuos infecciosos en estado sólido y líquidos se envasarán en bolsas plásticas o 
recipientes de color rojo. 

d) Los residuos sólidos y desechos hospitalarios punzo-cortantes se envasarán en 
recipientes rígidos color rojo. 

Artículo 11. No serán depositados en bolsas los aerosoles, los productos de vidrio, los 
residuos y/o desechos de metales, los artículos voluminosos y corto-punzantes que puedan 
perforadas; -sino en los envases designados para estos fines. 

PÁRRAFO: Las bolsas que se utilizarán serán impermeables y compatibles con los 
procesos propuestos para el tratamiento de los residuos y desechos que las contienen, 
deberán ser colocadas dentro de recipientes rígidos, que cubran completamente los bordes 
del mismo, con una pestaña de por lo menos 10 cms. de altura, de manera que no se 
derrame. 

Artículo 12. Los recipientes deben tener las características siguientes: 

a) El tamaño debe ser según la cantidad de residuos con una capacidad máxima de 100 
litros para residuos secos y de 50 litros para residuos húmedos. 

b) De superficie interna lisa, redondeada en la unión entre paredes y fondo. 

c) Contarán con tapa segura y bien ajustada. 

Artículo 13. Los envases o recipientes que contienen la bolsa o funda deberán ser lavados 
con agua abundante, detergentes y desinfectantes, en cada cambio de turno de trabajo, salvo 
situaciones de accidentes de derrames del contenido de las bolsas o de otra índole, según 
los procedimientos que establece la Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia 
Social sobre higiene hospitalaria. 

Artículo 14. El tamaño y número de recipientes deberá ser el adecuado a la cantidad 
prevista de residuos sólidos y de desechos hospitalarios que se generarán en cada área. 
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Artículo 15. Todas las áreas del centro de salud, excepto los pabellones de aislamiento, 
deberán contar con recipientes para disponer los residuos sólidos y desechos hospitalarios 
comunes. 

Artículo 16. Los centros de salud o entidades afines tendrán una unidad especial para el 
manejo interno de los residuos sólidos y desechos hospitalarios peligrosos. Dicha unidad 
será dirigida por un Comité Ambiental de Higiene y Desechos Hospitalarios, el cual estará 
integrado por los siguientes miembros o sus equivalentes: 

a) El director del establecimiento o su representante. 

b) El médico epidemiólogo o eljefe de servicio donde no haya epidemiólogo. 

c) El administrador. 

d) El jefe del servicio de enfermería. 

e) El encargado de laboratorio. 

f) El Encargado de mantenimiento. 

g) El encargado de medicamentos o farmacéutico. 

PÁRRAFO 1: Los miembros del Comité Ambiental de Higiene y Desechos Hospitalarios 
serán entrenados, a fin de que conozcan y apliquen las disposiciones contenidas en las 
normas de higiene hospitalaria y del presente Reglamento y sus normas complementarias. 

PÁRRAFO 11: La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social, a través de la 
Dirección General de Promoción y Educación de Salud y de la Dirección General de Salud 
Ambiental, implementará programas de educación permanente en salud y manejo de 
residuos y desechos hospitalarios, en cada una de sus extensiones territoriales, 
descentralizadas, desconcentradas y en todas las prestadoras de servicios de salud y afines 
debidamente habilitadas. 

PÁRRAFO 111: En aquellos establecimientos en los cuales no exista este tipo de estructura 
se formarán los comités, de acuerdo a sus capacidades y necesidades integradas por el 
director, administrador, el encargado de mantenimiento y cualquier otra que se estime 
pertinente. 

Artículo 17. Las responsabilidades del Comité Ambiental de Higiene y Desechos 
Hospitalarios serán, además de las establecidas en la norma creada para esos fines, las 
siguientes: 

a) Monitorear para que se cumplan las disposiciones de este Reglamento y otras normas 
establecidas. 
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b) Evaluar las necesidades y los requenmlentos para la planeación, control y manejO 
eficiente de los residuos y desechos generados. 

c) Convocar a reuniones ordinarias cada quince (15) días y extraordinarias cuantas veces 
sea necesarIO. 

d) Infonnar a la dirección provincial correspondiente o a otra autoridad sanitaria 
competente y a la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales 
(SEMARN), sobre las actividades realizadas e inconvenientes presentados para el 
cumplimiento de las disposiciones establecidas. 

e) Supervisar las diferentes áreas que generan residuos y desechos. 

f) Aplicar el uso de un fonnulario que registre todas las acciones relacionadas con la 
generación, manejo, transporte interno, tratamiento y disposición final de los residuos y 
desechos hospitalarios. 

g) Crear conciencia en el personal de salud y en la comunidad del área de influencia del 
establecimiento sobre los riesgos de un manejo inadecuado de los residuos y los 
desechos hospitalarios. 

Artículo 18. La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social vigilará que los 
responsables de los centros de salud lleven el registro o bitácora de las medidas para evitar 
riesgos sanitarios por residuos y desechos hospitalarios, así como: 

1) Mezcla de residuos y desechos infecciosos y peligrosos con residuos y desechos 
domésticos generales, pues aumenta la producción de residuos y desechos potencialmente 
peligrosos. 

2) Dilación en los tiempos de transporte entre la fuente generadora, los sistemas de 
tratamiento y la disposición final, ya que largos tiempos incrementan la posibilidad de 
proliferación de microorganismos patógenos. 

Artículo 19. El personal del establecimiento deberá estar capacitado en las técnicas de 
segregación de fonna que asocie los colores de los recipientes con el tipo de residuo, así 
como conocer los riesgos que conlleva esta labor. 

PÁRRAFO: Los rótulos con los procedimientos sobre segregación e identificación de los 
residuos deben estar situados en lugares apropiados, fonna visible y legible, en cada punto 
de recolección a modo de recordatorio al personal. 

Artículo 20. Para el manejo de los residuos y los desechos sólidos comunes se aplica lo 
dispuesto en la nonna para la gestión ambiental de residuos sólidos no peligrosos, NA-RS-
001-03, emitida por la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales 
(SEMARN). 
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PÁRRAFO: Los residuos y desechos clasificados como especiales, serán manejados y 
dispuestos en cumplimiento con las normas y reglamentos que les correspondan. 

Artículo 21. En el caso de que se hayan colocado, accidentalmente, residuos y desechos 
comunes no peligrosos junto con desechos infecciosos, en un mismo envase, éste deberá ser 
tratado como un recipiente que contiene desperdicios infecciosos. Los residuos y desechos 
infecciosos, una vez envasados, no se podrán cambiar de envase. 

TRANSPORTE INTERNO DE LOS DESECHOS O RESIDUOS INFECCIOSOS 

Artículo 22. Los residuos o desechos infecciosos serán transportados en carritos 
exclusivos, estables, silenciosos, de diseño cerrado y adecuado para su uso y tránsito, los 
cuales deberán ser desinfectados diariamente. Su diseño debe ser seguro para el manejo de 
las bolsas o fundas plásticas, debidamente identificados y de fácil movimiento en el interior 
del área de servicio. Nunca se deberá rebasar la capacidad de diseño de los carritos. Cada 
carrito tendrá una ruta de servicio. 

Artículo 23. Las rutas para el transporte interno serán planificadas y programadas, 
conocidas por el personal que labora en el centro, y para su diseño se considerarán los 
recorridos más cortos, evitando el contacto con zonas y horas de mayor flujo de personas y 
áreas de alto riesgo. 

Artículo 24. Los desechos o residuos hospitalarios comunes podrán ser llevados 
directamente a un contenedor externo para su recogida y su disposición final. 

Artículo 25. Los desechos o residuos infecciosos deberán ser llevados en el mismo carrito, 
desde el origen de generación hasta el almacén central o instalación de tratamiento in situ, 
según sea el caso, y nunca habrá puntos o centros de transferencias intermedios. 

PÁRRAFO: En los carritos sólo se transportarán residuos y desechos hospitalarios. No se 
deberán mezclar los residuos y desechos con ningún otro tipo de suministro, tales como 
ropa o comida, entre otros. 

Artículo 26. Los envases no se deben arrastrar por el suelo, en ningún caso; tampoco 
podrán hacer transvases de residuos y desechos. 

Artículo 27. El procedimiento de transporte interno se deberá realizar evitando el derrame 
o rompimiento de bolsas o recipientes. En caso de derrames o accidentes, se deberá efectuar 
la limpieza y desinfección inmediata del área afectada. 

PÁRRAFO: Los instrumentos, materiales e insumos utilizados para la limpieza deberán 
ser manejados de acuerdo al protocolo que establece la norma para esos fines. 
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ALMACENAMIENTO DE DESECHOS O RESIDUOS INFECCIOSOS 

Artículo 28. En cada centro de salud o afines, existirá un área para el almacenamiento de 
los residuos o desechos peligrosos infecciosos que cumplirá con lo siguiente: 

a) Una vez envasados, se almacenarán en contendores con tapas y rotulados con el 
símbolo universal de riesgo biológico. 

b) Respetar los tiempos de almacenamiento temporal a temperatura ambiente, según el 
tipo de establecimiento, acorde con las normas establecidas por la Secretaría de Estado 
de Salud Pública y Asistencia Social. 

PÁRRAFO 1: La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social exigirá a los 
responsables de centros de salud y afines que el área de almacenamiento de los residuos y 
desechos peligrosos biológicos infecciosos esté en un lugar adecuado, distante de las áreas 
de pacientes, cocina, comedores, instalaciones hidráulicas, sitios de reunión, de áreas de 
esparcimiento, oficinas, talleres y áreas de lavado. 

PÁRRAFO 11: Dichas áreas estarán ubicadas en zonas no inundables, techadas, de fácil 
acceso, que cuenten con muros de protección perimetral, con altura mínima de 0.20 
metros, para contener posibles derrames. El piso deberá tener una pendiente de 2%, en 
sentido contrario a la entrada, protegidos contra insectos, roedores y animales domésticos, 
deberá estar conectada a un sistema adecuado de tratamiento de aguas residuales, tener una 
capacidad mínima de 5 veces el volumen promedio de residuos y desechos peligrosos 
generados en el centro de salud o afines. Además, deberán estar revestidas con material liso 
impermeable. Igualmente deberá estar dotada de instalación de agua potable. 

PÁRRAFO 111: El símbolo universal de residuos y desechos infecciosos deberá ser 
colocado en las puertas de la instalación de almacenamiento, así como en los contenedores. 

PÁRRAFO IV: Todo residuo y desecho infeccioso que lo amerite será mantenido bajo 
refrigeración hasta el momento de su transportación fuera del establecimiento de salud, 
para ser tratado. 

PÁRRAFO V: Estas instalaciones deben estar adecuadamente diseñadas y aprobadas por 
la Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social y la Secretaría de Estado de 
Medio Ambiente y Recursos Naturales. 

Artículo 29. No se colocará dentro de esta facilidad, otros residuos o desechos infecciosos 
que no sean los estipulados en el presente Reglamento. 

Artículo 30. La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social velará porque el 
personal de los centros de salud y afines esté capacitado para el manejo de residuos y 
desechos infecciosos, y comprobará que dicho personal: 
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a) Haya recibido el adiestramiento para el manejo de los tipos de desechos o residuos. 

b) Disponga de accesorios de protección (protección facial, guantes, uniformes, entre 
otros). 

c) Se encuentre bajo control de salud. 

d) Maneje todos los líquidos humanos y objetos punzo-cortantes como SI fueran 
peligrosos. 

e) Desinfecte las áreas de trabajo donde ocurra derrame y las zonas de laboratorio de 
extracción de muestras. 

f) Cumpla y asegure de que se cumplan las normas sobre limpieza y desinfección vigentes 
en el establecimiento. 

TRANSPORTE EXTERNO 

Artículo 31. Las personas físicas o jurídicas, públicas o privadas, que realicen o proyecten 
realizar el transporte de residuos sólidos y desechos hospitalarios infecciosos, se deberán 
presentar a la Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social para registrarse y 
obtener su habilitación como empresa transportista de residuos hospitalarios. Deberán, 
además, registrarse y obtener un permiso en la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y 
Recursos Naturales yen el ayuntamiento del municipio correspondiente. 

Artículo 32. El transporte externo sólo podrá ser realizado por transportistas públicos o 
privados debidamente habilitados para la prestación de este servicio, de conformidad con lo 
que se establece en el presente Reglamento. 

Artículo 33. El transporte externo se deberá realizar desde el centro de atención generador 
hasta la instalación de tratamiento, sin interferencia, almacenamiento o depósito 
intermedio. 

Artículo 34. Las empresas transportistas autorizadas para transporte externo tienen la 
obligación de cumplir con un manifiesto o documentos de transporte de desechos 
peligrosos, con cuatro copias, que indiquen: 

1) Establecimiento de generación del desecho o residuo. 

2) Descripción y cantidad del desecho o residuo. 

3) Compañía y conductor. 

4) Destino final autorizado. 
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PÁRRAFO: Las copias se remitirán de la siguiente manera: una para el generador del 
desecho o residuo; una para la compañía o conductor; una para el destinatario final y la otra 
para la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales. Las copias deberán 
estar validadas y firmadas por cada uno de los receptores. 

EQUIPOS PARA LA RECOLECCIÓN Y TRANSPORTE 

Artículo 35. La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social, en coordinación 
con la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales y el ayuntamiento 
municipal correspondiente, exigirá, a los responsables de la gestión del servicio, que el 
equipo para la recolección y el transporte sea el apropiado, con respecto a las 
características de la vialidad existente en el área servida y que esté debidamente 
identificado y bajo las condiciones sanitarias siguientes: 

a) Realizar el servicio manteniendo limpieza de la unidad. 

b) Sin malos olores. 

c) La unidad de recolección no puede presentar escurrimientos de lixiviado. 

d) Los ruidos no pueden exceder las normas establecidas. 

e) Los desechos o residuos serán transportados siguiendo una ruta específica. 

f) Identificación del transporte, con el símbolo universal de residuos peligroso-biológico
infecciosos, establecido en la Norma de Gestión Ambiental de la Secretaría de Estado 
de Medio Ambiente y Recursos Naturales, que regula los desechos infecciosos. 

Artículo 36. Todos los equipos destinados a la recolección de residuos sólidos y desechos 
hospitalarios serán lavados diariamente y desinfectados. El responsable de este servicio 
llevará un registro sistematizado de la unidad y vigilancia sanitaria de la salud de los 
operadores. 

Artículo 37. Los vehículos deberán estar dotados de un sistema para contener posibles 
derrames de residuos líquidos y desechos hospitalarios y estarán equipados con materiales 
de limpieza de derrames, que incluyan lo siguiente: 

a) Material absorbente, que resulte suficiente para absorber por lo menos diez (lO) galones 
de líquido. 

b) Al menos un (l) galón de desinfectante de uso industrial, con un rociador capaz de 
dispersar su carga a una distancia de diez (lO) pies. 

c) Un mínimo de cincuenta (50) bolsas plásticas rojas, sellos y etiquetas. Dichas bolsas 
deben ser lo suficientemente grandes para contener cualquier recipiente estándar 
transportado. 
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d) Suficiente ropa impenneable y limpia, guantes, botas de goma, gorras y máscaras 
quirúrgicas para el uso de por lo menos dos (2) personas. Estas deberán estar hechas de 
materiales que provean protección adecuada. 

e) Un extintor de incendios. 

f) Cinta para marcar perímetros. 

g) Linterna eléctrica de alta densidad. 

h) Equipo de primeros auxilio. 

i) Sistema de comunicación móvil. 

Artículo 38. Sólo podrán ser recolectados y transportados aquellos residuos y desechos que 
hayan sido clasificados, envasados y almacenados, de confonnidad con lo establecido en el 
presente Reglamento. En ningún caso, los residuos y desechos transportados podrán quedar 
expuestos en la vía pública o al libre acceso de personas ajenas al personal asignado para su 
maneJo. 

Artículo 39. Los recipientes no estarán sujetos a compactación, tensión mecánica o 
defonnación, causadas en el transporte, carga o descarga de los recipientes. 

Artículo 40. Los vehículos deberán ser lavados y desinfectados después de cada descarga y 
antes de abandonar las instalaciones de tratamiento. 

Artículo 41. No se transportarán residuos sólidos y desechos hospitalarios infecciosos junto 
a otros desperdicios, en las mismas áreas de carga. 

Artículo 42. Los transportistas deberán entregar la totalidad de los desechos o residuos 
hospitalarios a la unidad de tratamiento o a la instalación de disposición final, según sea el 
caso. 

Artículo 43. Los desechos o residuos infecciosos se deben cargar y descargar sm 
compactarlos y evitando la rotura de la envoltura. 

Artículo 44: Cuando algún vehículo operado por un transportista tenga un derrame o un 
accidente, éste deberá notificarlo a la Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia 
Social, a la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales y al 
ayuntamiento municipal correspondiente, inmediatamente ocurrido el evento. 

Artículo 45. En caso de derrame de residuos sólidos y desechos hospitalarios infecciosos, 
el transportista procederá de la manera siguiente: 

a) Asegurar el área donde tuvo lugar el derrame. 
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b) Aplicar una cantidad suficiente de material absorbente en y alrededor del área del 
derrame, de forma tal que todo el líquido derramado se contenga y sea absorbido. 

c) Retener cualquier recipiente dañado, material absorbente utilizado y otros desechos en 
bolsas plásticas para emergencias. 

d) Descontaminar el área y utilizar medidas de limpieza apropiadas, según las 
circunstancias. 

e) Limpiar y descontaminar los componentes reusables utilizados en el proceso de 
limpieza. 

f) Limpiar y descontaminar los componentes reusables de la vestimenta para protección. 

g) Desechar vestiduras, equipo relacionado y artículos desechables en las bolsas. 

h) Reemplazar aquellos componentes del equipo de limpieza que no puedan ser utilizados 
nuevamente. 

i) Disponer las bolsas de emergencia utilizadas y su contenido como residuos sólidos y 
desechos hospitalarios infecciosos. 

Artículo 46. El generador de los residuos sólidos y desechos hospitalarios no se desliga de 
la responsabilidad sanitaria por la contratación del transporte ni por la mala disposición 
final del operador. 

TRATAMIENTO 

Artículo 47. El tratamiento de los residuos sólidos y desechos hospitalarios infecciosos 
únicamente se podrá realizar en instalaciones, públicas o privadas, que hayan sido 
autorizadas para la prestación de esos servicios. Dichas instalaciones deben contar con las 
licencias o permisos ambientales correspondientes, luego de haber cumplido con los 
procedimientos de autorización establecidos por el Reglamento del Sistema de Permisos y 
Licencias Ambientales. Las mismas disposiciones serán de aplicación a los 
establecimientos de salud generadores de desechos o residuos que a su vez, realicen 
directamente el tratamiento de sus propios residuos. 

PÁRRAFO: El tratamiento en el propio establecimiento de atención a la salud obliga el 
cumplimiento de las disposiciones sobre clasificación, separación, envasado, transporte 
interno y almacenamiento. 

Artículo 48. Los desechos o residuos infecciosos sólo podrán ser evacuados sin 
tratamiento, cuando se asegure el servicio de terceros, con la autorización de lugar, para el 
transporte, tratamiento y disposición final. 
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Artículo 49. Los desechos o residuos infecciosos a ser tratados deben ser recolectados y 
transportados debidamente, de conformidad con el presente Reglamento. 

PÁRRAFO: Los residuos sólidos y desechos hospitalarios infecciosos objeto de 
tratamiento no podrán ser utilizados o reciclados. 

Artículo 50. El personal de la instalación de tratamiento deberá contar con la indumentaria 
y con los elementos de higiene y protección personal correspondientes; así como haber 
recibido el adiestramiento necesario para el adecuado manejo de los desechos o residuos, 
sin entrar en contacto directo con los mismos durante su descarga y tratamiento. 

Artículo 51. Las instalaciones de tratamiento autorizadas implementarán un sistema de 
control de las operaciones, además del manifiesto de recepción, mediante registros de 
entradas que permitan identificar y acreditar el origen, la cantidad recibida del transportista, 
la fecha y hora de recibo, junto con la firma del que recibe; así como la fecha, hora, 
cantidad y método o tecnología utilizada para el tratamiento de los mismos, y cualquier otro 
dato relevante para el servicio. 

Artículo 52. Las instalaciones de tratamiento, los centros de salud y afines deberán contar 
con los planes de contingencia para el caso de eventualidades en la prestación del servicio, 
los cuales deberán ser aprobados conjuntamente con el Plan de Manejo y Adecuación 
Ambiental (PMAA), requeridos por la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos 
Naturales. 

PÁRRAFO: Las instalaciones de tratamiento deberán mantener sus facilidades y cumplir 
durante sus operaciones con las condiciones estipuladas en los permisos y licencias 
ambientales correspondientes, para evitar los daños a la salud y al ambiente. 

TECNOLOGÍA DE TRATAMIENTO 

Artículo 53. Las tecnologías aceptadas para los fines del presente Reglamento, tales como: 
procesos termales, microonda, desinfección química, biológica y otras que puedan ser 
aprobadas en el futuro, deberán cumplir con las normativas vigentes. 

Artículo 54. Los responsables de aplicar el tratamiento a los residuos o desechos peligrosos 
biológicos infecciosos verificarán que dichos residuos sólidos y desechos hospitalarios 
queden debidamente tratados, para garantizar la eliminación de los gérmenes patógenos. 

Artículo 55. La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social exigirá a los 
responsables de los sistemas de tratamiento, un protocolo de prueba expedido por la 
Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales. Estos sistemas de 
tratamiento se podrán realizar en instalaciones específicas, dentro o fuera del centro 
generador. 
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Artículo 56. La eficiencia de los sistemas de tratamiento se comprobarán mediante 
indicadores sanitarios bacteriológicos, viro lógicos y otros que estarán consignados en la 
norma que se desarrolle para esos fines. 

Artículo 57. La Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social, en coordinación 
con la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales, sólo autorizará la 
instalación de incineradores que cumplan con las normas establecidas para esos fines. 

PÁRRAFO: Después de tratados, los residuos o desechos peligrosos infecciosos se pueden 
eliminar como residuos o desechos no peligrosos, en celdas especiales o de seguridad, 
separados de los residuos normales. 

DE LA DISPOSICION FINAL 

Artículo 58. Todos los residuos o desechos hospitalarios y objetos punzo-cortantes tendrán 
como destino final el relleno sanitario, bajo el método de trinchera, mediante el diseño y 
construcción de una celda especial, independiente del resto de la celda e impermeabilizada. 

PARRAFO 1: Estas celdas nunca se construirán dentro de áreas protegidas ni zonas de 
fragilidad ecológica, de acuerdo a lo que establece la normativa para estos fines. 

Artículo 59. Se prohíbe el uso de incineradores como técnica de tratamiento de los residuos 
sólidos y desechos hospitalarios peligrosos, biológicos infecciosos, en los centros de salud 
y afines, excepto en las áreas donde estén debidamente autorizadas por la Secretaría de 
Estado de Salud Pública y Asistencia Social, de acuerdo a las normas vigentes. 

Artículo 60. Los responsables de los rellenos sanitarios deberán controlar el ingreso de 
vehículos, con el propósito de garantizar que los residuos o desechos se dispongan 
adecuadamente. 

Artículo 61. Los promotores de proyectos nuevos de establecimientos de salud y afines, 
instalaciones de tratamiento, empresas transportistas de residuos sólidos y desechos 
hospitalarios e instalaciones, para la disposición final, se deberán registrar en la Secretaría 
de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales, y solicitar el permiso o licencia 
ambiental, según corresponda. Además, deberán solicitar carta de no objeción de la 
Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social. La solicitud a la Secretaría de 
Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales se regirá por el procedimiento para 
Evaluación de hnpacto Ambiental, contemplado en el Reglamento del Sistema de Permisos 
y Licencias Ambientales. 

Artículo 62. Las instalaciones existentes o actualmente en operación, que no tengan sus 
permisos ambientales, deberán solicitar o haber solicitado el permiso ambiental 
correspondiente, a través del Procedimiento para la Tramitación del Permiso Ambiental de 
Instalaciones Existentes, establecido y complementado en el Reglamento del Sistema de 
Permisos y Licencias Ambientales, en un plazo no mayor de un año, a partir de la puestas 
en vigencia de este Reglamento. 
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Artículo 63. Los establecimientos de salud deberán incluir claramente en su Plan de 
Manejo y Adecuación Ambiental, a ser presentado a la Secretaría de Estado de Salud 
Pública y Asistencia Social y a la Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos 
Naturales, las políticas de minimización de residuos sólidos y desechos hospitalarios que 
adoptarán al solicitar la licencia o el permiso ambiental, según sea el caso. 

Artículo 64. Los establecimientos sujetos al presente Reglamento, deberán cumplir con lo 
establecido en el mismo, sin perjuicio de lo establecido en otras regulaciones vigentes y 
procesos de obtención de cualquier otro permiso, requerido por la Secretaría de Estado de 
Salud Pública y Asistencia Social, conjuntamente con la Secretaría de Estado de Medio 
Ambiente y Recursos Naturales. 

Artículo 65. Tanto la Secretaría de Estado de Salud Pública y Asistencia Social como la 
Secretaría de Estado de Medio Ambiente y Recursos Naturales realizarán inspecciones y 
auditorías periódicas, para el cumplimiento de las leyes sanitarias y ambientales, sus 
reglamentos y normas complementarias vigentes~ 

Artículo 66. Las disposiciones de este Reglamento serán observadas en los procedimientos 
de evaluación de impacto ambiental y durante la tramitación del permiso ambiental de 
instalaciones existentes. 

Artículo 67. Las instalaciones existentes que no cumplan con las exigencias establecidas en 
el presente Reglamento, dispondrán de un plazo de dos (2) años, a partir de su entrada en 
vigencia, para adecuar el establecimiento a las exigencias del presente Reglamento. 

Artículo 68. El presente Reglamento y sus normas complementarias deberán ser revisados 
cada tres (3) años, a partir de su entrada en vigencia, para incorporar los ajustes 
correspondientes. 

Artículo 69. El incumplimiento de los procedimientos, normas y las disposiciones 
contenidas en este Reglamento y otras normas ambientales vigentes será sancionado según 
lo establece la Ley General de Salud No.42-0l y la Ley de Medio Ambiente NO.64-00 y sus 
respectivos reglamentos. 

Artículo 70. El presente Reglamento dejará sin efecto todo reglamento, norma o 
disposición de igualo menor jerarquía que le sea contrario. 

Artículo 71. Para los fines de aplicación del presente Reglamento se entenderá por: 

1) Ácidos Nuc1eicos Desnudos: Cualquier secuencia de ADN o ARN producida en el 
laboratorio para el uso en la ingeniería genética o como resultado de ésta. 

2) Bolsas o fundas: Son los objetos diseñados y construidos con las características 
definidas en el presente Reglamento, con la finalidad de depositar en ellos los 
desechos o residuos generados en los centro de salud o afines. 
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3) Disposición Final: El emplazamiento final o definitivo de todo tipo de residuos, 
previamente tratados, de acuerdo con sus características. 

4) Residuos o Desechos Hospitalarios: Son todos los materiales residuales en estado 
sólido, semisólido o líquido, que han sido generados en establecimientos 
hospitalarios, sanitarios, clínicos, asistenciales u otros de similar. 

5) Establecimiento de Atención de Salud: El establecimiento público o privado, donde 
se presenta cualquier nivel de atención a la salud humana, con fines de prevención, 
diagnóstico, tratamiento, rehabilitación, investigación y/o enseñanza. 

6) Instalación de Tratamiento: La instalación que realice el tratamiento de residuos 
sólidos y desechos hospitalarios infecciosos contaminados, independiente de la 
tecnología que utilice. 

7) Manejo Integral de Residuos Sólidos y Desechos Hospitalarios Infecciosos: 
Actividades realizadas en el proceso de gestión de los desechos infecciosos desde su 
generación hasta la disposición final; incluyendo las actividades de manejo interno 
(minimización, segregaclOn, envasado o embalaje, movimiento interno y 
almacenamiento transitorio), recolección, trasporte, tratamiento y disposición final. 

8) Manifiesto o Documento de Transporte: Documento elaborado y aprobado tanto 
por la Secretaría de Estado de Salud Pública como por la Secretaría de Estado de 
Medio Ambiente y Recursos Naturales, para identificar y rastrear la cantidad, 
composición, volumen, origen, ruta y destino, según aplique por los desperdicios 
peligrosos. 

9) Residuos Anatómicos Infecciosos: Aquéllos que proceden de tejidos, órganos, 
miembros y fluidos corporales, removidos durante operaciones quirúrgicas, autopsias 
u otros procedimientos, y los recipientes que los contengan. 

10) Residuos Biosanitarios: Aquellos accesorios o instrumentos utilizados durante la 
ejecución de los procedimientos asistenciales al paciente (humano o animal), que 
tiene contacto con materia orgánica, sangre u otros fluidos corporales exudados, o 
secreciones de personas o animales aislados; así como los materiales contaminados 
con éstos. 

ll) Residuos Corto-punzantes: Aquellos que por sus características punzantes o 
cortantes pueden dar origen a un accidente percutáneo infeccioso. Se incluyen 
utensilios de metal, cerámica, plástico, vidrio y cristal, que han estado en contacto 
con agentes infecciosos. 

12) Residuos Animales: Aquellos provenientes de procesos relacionados con animales, 
inoculados con microorganismos patógenos y/o provenientes de animales portadores 
de enfennedades infectocontagiosas o residuos que tengan contactos con éstos. 
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13) Residuos de Cultivo y Muestra: Aquellos que proceden de cultivos microbiológicos 
y muestras de agente infecciosos, y de los productos biológicos asociados a los 
laboratorios médicos y patológicos; cultivo y muestras de agentes infecciosos para la 
investigación en laboratorios industriales; residuos sólidos y desechos hospitalarios 
provenientes de productos biológicos, vacunas activas o atenuadas desechadas; placas 
y otros aparatos utilizados para transportar, inocular y manipular cultivos. 

14) Residuos de Medicación Oncológica: Excedentes de fármacos provenientes de 
tratamientos oncológicos y componentes utilizados en su aplicación, tales como: 
jeringas, guantes, frascos, batas, bolsas de papel absorbente y demás materiales 
usados en la aplicación de fármacos. 

15) Residuos Especiales: Residuos sólidos y desechos hospitalarios generados durante 
las actividades auxiliares de los establecimientos de atención a la salud, que aunque 
no son considerados infecciosos constituyen un riesgo para la salud y el medio 
ambiente por sus demás características de peligrosidad. 

16) Residuos Fannacéuticos: Medicamentos vencidos, contaminados, deteriorados, no 
utilizados o excedentes de sustancias controladas, empleados en cualquier tipo de 
procedimiento, incluyendo los generados en laboratorios farmacéuticos-industriales, 
que no cumplen con los estándares de calidad; así como también sus empaques o los 
generados por productos de insumos médicos requeridos por las instituciones 
competentes. 

17) Residuos Infecciosos: Residuos sólidos y desechos hospitalarios generados durante 
las diferentes etapas de atención a la salud (diagnóstico, tratamiento, inmunizaciones, 
investigaciones), que contienen o de alguna manera se sospecha que han estado en 
contacto con microorganismos patógenos, tales como: bacterias, parásitos, virus, 
rickettsias, hongos, virus oncogénicos y recombinados como sus toxinas, con el 
suficiente grado de virulencia y concentración que pueda producir una enfermedad 
infecciosa en huéspedes susceptibles. 

18) Residuos que contienen metales pesados: Objetos, elementos o restos de éstos en 
desuso, contaminados, con o que contengan metales pesados, como: plomo, cromo, 
cadmio, antimonio, bario, níquel, estaño, vanadio, zinc, mercurio, entre otros. 

19) Residuos y/o Desechos Patológicos: Bajo esta denominación se incluyen a los tejidos 
biológicos, órganos, miembros amputados u otras partes del cuerpo y fluidos 
corporales que hayan sido removidos durante cirugías, biopsias o autopsias. 

20) Residuos Químicos: Residuos que por su naturaleza tóxica, corrosiva, inflamable, 
explosiva, mutagénica, genotóxica o reactiva pueden causar lesiones, daño a la salud 
u ocasionar daños al medio ambiente. 



-70-

21) Residuos Radiactivos: La propia materia radiactiva que queda como residuo, líquido 
o sólido, de prácticas o intervenciones y se desecha por no ser utilizable, o cualquier 
producto que esté contaminado con material radiactivo y emita radiación. 

22) Residuos Sólidos Comunes: Residuos sólidos y desechos hospitalarios generados en 
el centro de atención a la salud que no revisten, ni potencialmente pueden revestir, 
ninguna de las características establecidas en los residuos infecciosos ni en los 
residuos clasificados como especiales. 

23) Transporte: Operación de movimiento de residuos sólidos y desechos hospitalarios 
contaminados desde el centro de atención de salud donde se generen hasta cualquier 
otro punto previamente establecido, sea éste una instalación de tratamiento o de 
disposición final. 

24) Transporte o Movimiento Interno: Operación de movimiento de residuos sólidos y 
desechos hospitalarios dentro de las instalaciones internas del establecimiento de 
salud generador. 

25) Tratamiento: Operación de transformación de residuos sólidos y desechos 
hospitalarios infecciosos, realizada con el objetivo de anular o minimizar los impactos 
a la salud humana y al medio ambiente. 

Dado en Santo Domingo de Guzmán, Distrito Nacional, capital de la República 
Dominicana, a los catorce (14) días del mes febrero del año dos mil nueve (2009), años 165 
de la Independencia y 146 de la Restauración. 

LEONELFERNÁNDEZ 
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